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1.計画の推進
に係る検討

令和６年度 中部圏広域地方計画の推進について 

■中部圏広域地方計画について 

 中部圏広域地方計画は、国土形成計画法第９条に基づき、全国レベルの「国土形成計画」を踏まえ各地方ブ

ロックごとに方針・目標・施策を定めるもので、中部圏の 2050 年頃までを展望しつつ、今後概ね 10 ヶ年間

の国土形成に係る基本的な計画である。 

 本計画は、世界を先導するスーパー・メガリージョンのセンターとして、差し迫る人口減少・高齢化に適応

し、リニア効果を最大限発揮、我が国の成長エンジンの一翼を担う安全・安心な中部圏の国土づくりに係る指

針として、中部圏広域地方計画協議会で取りまとめ、国土交通大臣が決定した。（2016 年 3 月 29 日） 

■中部圏広域地方計画の効果的推進について 

 中部圏広域地方計画「第５章 計画の効果的推進に向けて」の位置づけを踏まえ、計画の効果的推進に係る

検討及び計画の進捗管理を進める。 

１．計画の効果的推進検討 

 中部圏広域地方計画協議会及び関係機関により、計画の効果的な推進に向けた各種施策・具体化を検討する。 

【推進体制】中部圏広域地方計画協議会 

２．計画の進捗管理 

 中部圏広域地方計画において、今後１０ヶ年にわたり重点的に取り組む１０のリーディングプロジェクトに

ついて進捗管理を行いつつ、取組効果の把握・評価を行った上で必要な措置を講じていく。 

 実効性を高め着実な推進を図る観点から、計画（plan）・実行（do）・評価（check）・改善（act）のプ 

ロセスによるフォローアップを毎年実施。 

 中部・北陸圏の広域連携に係る施策展開も「北陸圏・中部圏広域地方計画合同協議会」の枠組みなどを活 

⽤し、適宜、フォローアップを実施。 



 

 
 

 

暮らしやすさと歴史文化に彩られた

“世界ものづくり対流拠点-中部”

5. 快適・安全安心な生活環境実現 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

3.新たな観光交流おもてなし ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

2.リニア効果最大化対流促進 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

4.中部圏創生暮らしやすさ実感 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

6.中部・北陸圏強靱化 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

7.環境共生・国土保全 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

8.インフラ戦略的維持管理 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

9.すべての人が輝く「ひとづくり」 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

10.新たな「つながり」社会構築 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

1.ものづくり中部・世界最強化 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

基本方針１ 世界最強・最先端のものづくりの進化

1-1ものづくり中枢圏形成

3-1広域観光交流圏の形成

6-1 南海トラフ地震など大規模自然災害への備え

1-2 環太平洋・環日本海に拓く一大産業拠点形成

3-2「昇龍道プロジェクト」の推進

6-2 太平洋・日本海２面活用型国土構築

• 世界を先導、人材力・技術力・集積力、研究力、
品質力のさらなる進化。

• 国内外から投資を呼び込む太平洋から日本海
に至る広域産業クラスター。

• 中部・北陸圏、産学官民の連携強化。

基本方針２ スーパー・メガリージョンのセンター、我が国の成長を牽引

基本方針３ 地域の個性と対流による地方創生

基本方針４ 安全・安心で環境と共生した中部圏形成

基本方針５ 人材育成と共助社会の形成

将来像

• リニア効果を中部・北陸圏の広域に最大化す
る地域づくり。

• 中部圏の魅力を高め、東京一極集中是正と地
方への人口還流、国際大交流時代を先導

• コンパクト＋ネットワーク。地域の個性・資源を
磨き上げ、重層的対流を促進。

• 地域に活力を生み、就業が安定的に確保され、
豊かさを実感できる社会構築。

• 南海トラフ地震など自然災害に備えた防災・減
災対策。

• 環境共生(生物多様性､景観) 国土保全｡国土

基盤の戦略的メンテナンス、持続可能な中部
圏構築。

• 次代を担う人材の育成、ゆとりある生活環境を
活かし、女性や高齢者をはじめ誰もが参画で
きる社会。

• 地域に愛着と憧れを持ち助け合う共助社会を
実現。

リーディングプロジェクト
（★：中部・北陸圏広域連携プロジェクト）

★

★

★

■中部圏広域地方計画の体系 
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１ 令和６年度の概要（総括） 

5 つの基本方針、10 のプロジェクトの別で集計した取組数（延べ数）は次のとおりです。 

令和 6 年度は管内において計 1,205 の取組が実施されています。 

また、令和 6 年度に新たに始まった取組は 26 つあり、37 つの取組が終了しました。 

 

令和６年度の取組数（基本方針・プロジェクト別） 

基本方針 取組数 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名 取組数 

基本方針１ 
世界最強・最先端のものづくりの進化 

226 １ ものづくり中部・世界最強化プロジ
ェクト 

226 

基本方針２ 
スーパー・メガリージョンの 

126 ２ リニア効果最大化対流促進プロジ
ェクト 

22 

センター、我が国の成長を牽引  ３ 新たな観光交流おもてなしプロジ
ェクト 

104 

基本方針３ 
地域の個性と対流による地方創生 

261 ４ 中部圏創生暮らしやすさ実感プロ
ジェクト 

206 

  ５ 快適・安全安心な生活環境実現プロ
ジェクト 

55 

基本方針４ 
安全・安心で環境と共生した 

362 ６ 中部・北陸圏強靭化プロジェクト  140 

中部圏形成 
 

７ 環境共生・国土保全プロジェクト  146   
８ インフラ戦略的維持管理プロジェ
クト 

76 

基本方針５ 
人材育成と共助社会の形成 

230 ９ すべての人が輝く「ひとづくり」プ
ロジェクト 

124 

  
１０ 新たな「つながり」社会構築プロ
ジェクト 

106 

計 1205 
(1120) 

計 1205 
(1120) 

※合計欄の()内の数値は分類項目間の重複計上を除いた総取組数 

 

２ 計画の進捗管理【プロジェクトの推進】 

基本方針、プロジェクト別の令和 6 年度の取組状況は次のとおりです。 
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基本方針１世界最強・最先端のものづくりの進化 

 
 

１．ものづくり中部・世界最強化プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ ものづくり中部・世界最強化プロジェクトに向けた取組みとして、「戦略産業の強化、新産業の

創出・育成」「ものづくり中堅・中小企業の企業の振興・高度化」「ものづくり産業を担い活躍す

る人材の育成・確保」「ものづくりを支える産業基盤の強化」に関する取組みが、積極的に進め

られている。 

⚫ 「次世代自動車関連産業の育成・強化」では、「高度運転支援システムの実用化」として、自動

運転の社会実装を目指し、名古屋市内において自動運転車両の定期運行を開始するとともに、

県内２地域で技術面、安全面を検証する実証実験を行った。 

⚫ 「アジアＮｏ.１航空宇宙産業クラスターの形成」では、「展示会や商談会の開催による販路開

拓・拡大支援、設備投資への助成」として、航空宇宙・ドローン産業における新規受注獲得・

コスト削減に向けた新たな生産体制の構築、新技術・新工法の開発、新規参入のための認証取

得に係る試作費、試験検査費等に要する経費の一部の補助をした。 

⚫ 「ヘルスケア産業の育成・強化」では、「医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の

支援」として、医療健康産業の集積と振興のため、拠点施設「静岡県医療健康産業研究開発セ

ンター」を活用し、地域企業の参入促進と製品開発の加速化を図っている。 

⚫ 「大学や官・民の研究開発・イノベーション力・先端技術の積極的活用による新産業創出」で

は、「産学官によるオープンイノベーションの促進」として、「Aichi-Startup 戦略」を推進し、

愛知県における「スタートアップ・エコシステム」の形成を図っており、2024 年 10 月に、ス

基本方針1 世界最強・最先端のものづくりの進化

計画の進捗管理【プロジェクトの推進】

我が国の成長を担う産業の強化
～企業の国内回帰・海外の対日投資を呼び込む～

高度なものづくり技術の活用による新たな産業の創生

・ものづくり産業に関連する新たな産業の創生
・大学や官・民の研究施設等のネットワーク強化による更なる研究力の強化

水素社会実現など新しい世界モデルの提示

・中部圏の産業競争力の強化、世界最強・最先端のものづくり中枢圏の形成
・ものづくりを支える中堅・中小企業の振興
・環太平洋・環日本海に拓かれた一大産業拠点・中部北陸圏の連携強化

・基幹産業を支える国際物流拠点の強化
・ものづくり産業を支える陸海空の拠点を結ぶ道路ネットワーク強化
・将来を見据えた総合的な土地の利活用
・安定したエネルギー供給の多様化、安定した水の供給

国際競争力を支える産業基盤の強化

・先陣を切ったＦＣＶ開発・量産化、水素社会実現のアドバンテージ
・低炭素社会に向けた未来の水素社会の世界モデルを提示

【計画策定時の具体的方策】

【計画策定時の主な取組事例】

・自動車関連産業、航空宇宙産業（    No1航空宇
宙産業     形成）、     産業、環境産業等

・ものづくり人材育成、産学官連携

 次世代新素材ＣＮＦ実用化研究開発
（ふじのくにＣＮＦフォーラム等）
・新      産業創出研究開発
（岐阜県次世代      産業創出       等）

・     技術開発・事業化支援
（あいち     産業     推進協議会など）

・水素      整備（ＦＣＶ普及促進協議会等）
・みえ水素エネルギー社会研究会
・燃料電池関連技術開発支援
（あいち産業科学技術総合センター等）

・国際拠点港湾（名古屋港・四日市港・清水港）
重要港湾（衣浦港・三河港・御前崎港等）

・中部国際空港（完全24時間化などの機能強化）
 東西軸・南北軸・環状軸､基幹      機能強化
・庄内川・木曽三川等、総合的な治水
・木質      発電、          （渥美・志摩半島沖）

           （四日市       ）等
・水資源開発施設（設楽ダム等）

ものづくり中枢圏形成

1.ものづくり中部・世界最強化プロジェクト

・東海北陸             構想、産産・産学連携
・北陸        ＊中部ものづくり、医工連携

環太平洋・環日本海に拓く一大産業拠点形成
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タートアップ支援拠点「STATION Ai」を開業した。また、海外や首都圏から起業家や投資家等

を呼び込むとともに、スタートアップ企業の海外展開を促進し、スタートアップ・エコシステ

ムのグローバル化を推進するため、2025 年 2 月に、愛知県名古屋市栄地区、鶴舞地区で、グロ

ーバルイベント「TechGALA Japan」を開催した。 

⚫ 「ものづくり産業を担い活躍する人材の育成・確保」では、「産業現場の即戦力、リーダーと

なる実践的で高度な技術・技能を習得した人材の育成」として、ナゴヤ イノベーターズガレー

ジの令和 6 年度に新たにスタートした取り組みとして、高校生アンバサダーや大学生インター

ンを積極的に採用し、同世代からナゴヤ イノベーターズ ガレージの価値観を展開するプログ

ラムを実施した。さらに、「若手技術者・技能者等に対する実践的教育や専門教育、職業訓練」

として、グローバル化や科学技術の進展による大きな変化に対応できる人材を育成することを

目的としている静岡県立工科短期大学校（静岡キャンパス、沼津キャンパス）において、卒業

生の地元企業への就職等を支援した。 

⚫ 「ものづくりを支える産業基盤の強化（港湾）」では、「国際拠点港湾・重要港湾におけるコ

ンテナターミナルの整備及びふ頭再編の推進」として、貨物の増加や船舶の大型化に対応する

ため、既存施設の老朽化対策・耐震対策とあわせて、増深改良するふ頭再編を実施している。 

⚫ 「ものづくりを支える産業基盤の強化（エネルギー供給の多様化・安定したエネルギーの確保）」

では、「次世代地域エネルギーに関する研究開発や事業化支援」として、バイオマスから燃料

や化成品などの製造を行うバイオリファイナリーに関心のある企業を対象に、県内外の研究開

発動向などについて情報提供するため、「みえバイオリファイナリー研究会」を開催した。 

⚫ 「ものづくりを支える産業基盤の強化（道路）」では、東海環状自動車道（いなべ IC～大安 IC、

山県 IC～本巣 IC）、蒲郡バイパス（豊川為当 IC～蒲郡 IC）北勢バイパス（（市）日永八郷線～

国道 477 号 BP）、島田金谷バイパス（旗指 IC～大代 IC）が開通した。 
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■コラム（取組例） 

１．ものづくり中部・世界最強化プロジェクト 

１－１（１）①【高度運転支援システムの実用化】 

取組事例 自動運転の社会実装に向けた取組 

機関名 愛知県 

取組内容 ●内容 

自動運転の社会実装を目指し、名古屋市内において自動運転車両の定期運行を開

始するとともに、県内２地域で技術面、安全面を検証する実証実験を行う。 

 

●実施地域 

〇定期運行 

  名古屋市（STATION Ai～名古屋駅付近） 

〇実証実験 

  常滑市（中部国際空港島及びその周辺地域） 

長久手市（愛・地球博記念公園） 

 

●今後の予定・方向性 

STATION Ai と名古屋駅を自動運転車両で結ぶ定期運行を実施するほか、新たに

高速バスの自動運転化を目指す実証実験を知多地域の高速道路において実施す

る。また、愛・地球博記念公園における園内バスの自動運転化を見据えた運行実

証および定期運行に向けた環境整備を実施する。 

イメージ図 

        

自動運転車両（常滑市）     自動運転車両（名古屋市） 
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１－１（１）②【展示会や商談会の開催による販路開拓・拡大支援、設備投資への助成】 

取組事例 航空宇宙産業・ドローン産業への参入・事業拡大支援（新） 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●航空宇宙・ドローン産業における新規受注獲得・コスト削減に向けた新たな生産

体制の構築、新技術・新工法の開発、新規参入のための認証取得に係る試作費、

試験検査費等に要する経費の一部を補助。 

・補助対象者：県内中小企業又は中小企業グループ 

・補助率  ：１／２以内（継続事業の 2 回目以降は１／３） 

・補助上限 ：（航空宇宙分）１，０００万円 

※認証取得のみ：３００万円 

（ドローン分野） ５００万円 

・交付決定 ：５件（航空宇宙分…３件、ドローン分野…２件） 

 

●今後の予定・方向性 

航空宇宙・ドローン産業への新規参入や事業拡大へ向け、持続的に支援を行う。 

イメージ図  

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

 

 

  

ドローン用 CFRP製ローター 
a) 試作品   b) 評価装置 

a) 

 

 

b) 

 

 

外壁洗浄・噴霧装置搭載ドローン試作機 

空飛ぶクルマ試作機の飛行試験 
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１－１（１）③【医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の支援】 

取組事例 ファルマバレープロジェクトの推進（拠点施設の活用） 

機関名 静岡県 

取組内容 ●医療健康産業の集積と振興を推進するため、拠点施設「静岡県医療健康産業研究

開発センター」を活用し、地域企業の参入促進と製品開発の加速化を図っている。 

＜拠点施設の概要＞ 

・研究開発、企業支援、人材育成、交流・連携の機能を一元的にパッケージ化し、

入居企業・地域企業を全面的にバックアップしている。 

・施設は、以下の３つのゾーンで構成されている。 

・リーディングパートナーは、テルモ㈱が入居。自ら開発・製造を行いつつ、入居

企業の製品開発を支援している。 

・地域企業開発生産ゾーンは、東海部品工業㈱が入居。自動車産業から医療分野へ

参入しインプラント等を開発・製造している。 

・研究開発室は、大手企業や地域企業、知財事務所、コンサルタント等 11 社が入

居している。 

●効果や進捗 

・地域企業の製品開発支援を行った結果、地域企業の製品が国内最大級の展示会

「Medtec Japan」において Medtec イノベーション大賞を受賞するほか、支援

企業が東京証券取引所スタンダード市場に上場するなど着実に成果を上げてい

る 

・令和５年度は、14 件の事業化を達成した。 

 

●今後の予定・方向性 

・拠点施設の機能を最大限に活用し、地域企業の新規参入や製品開発等の加速化を

図る。 

・介護・福祉分野においては、超高齢社会における理想の居住環境を推奨する「自

立のための３歩の住まい」(R3.3 ファルマバレーセンター内設置)について、国際

的な展示会に出展するなど、実装化を進める。 

イメージ図   

 

 

 

 

 

 

 

               

静岡県医療健康産業 

研究開発センター外観 

ファルマモデルルーム 

「自立のための３歩の住まい」 



7 

１－１（１）⑤【産学官によるオープンイノベーションの促進】 

取組事例 Aichi-Startup 戦略の推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●「Aichi-Startup 戦略」を推進し、愛知県における「スタートアップ・エコシステ

ム」の形成を図っている。 

●2024 年 10 月に、スタートアップ支援拠点「STATION Ai」を開業。STATION Ai

では、スタートアップ向けに、事業相談・グロース支援、資金調達支援、グロー

バル展開支援、人材採用支援等を実施するとともに、スタートアップと事業会社

のオープンイノベーションを促進する支援を実施。 

●小中高生向けの起業家精神育成プログラム、大学生・社会人向けの起業家育成プ

ログラムの実施等により、起業に向けた機運を醸成。 

●県内各地域の主体的なスタートアップ支援・イノベーション創出に係る取組を促

進するため、STATION Ai パートナー拠点を創出し、県内ネットワークを構築。 

●先進的な海外のスタートアップ支援のノウハウの習得のため、アメリカ・テキサ

ス大学オースティン校、フランス・STATION F、Paris＆Co、INSEAD、シンガポ

ール国立大学、中国の清華大学の関係組織 Tus Holdings、上海交通大学、浙江大

学、イスラエル・イノベーション庁、Start-Up Nation Central などとの連携プロ

グラム等を実施。 

 

●今後の予定・方向性 

Aichi-Startup 戦略の推進のための取組を継続し、スタートアップ・エコシステ

ムの形成に取り組んでいく。 

イメージ図  
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１－１（１）⑤【産学官によるオープンイノベーションの促進】 

取組事例 「TechGALA Japan」 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●海外や首都圏から起業家や投資家等を呼び込むとともに、当地域のスタートアッ

プ企業の海外展開を促進し、スタートアップ・エコシステムのグローバル化を推

進するため、2025 年 2 月に、愛知県名古屋市栄地区、鶴舞地区で、グローバル

イベント「TechGALA Japan」を開催。 

イメージ図 
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１－１（１）【中部地域の半導体産業を担う人材の育成・確保】 

取組事例 中部地域の半導体人材育成等支援事業 

機関名 
中部経済産業局、富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県、（関係県下の企業、

大学・高専等教育機関） 

取組内容 ●内容 

中部地域の半導体分野に関わる産学官及び協力機関の計 28 機関の参加の下、半

導体関係の研究室に進む学生の増加や、半導体産業への人材輩出の拡大につなが

る環境形成を目的に、2023 年 3 月に、「中部地域半導体人材育成等連絡協議会」

を設置した。 

今年度は、計 2 回の連絡協議会を開催するとともに、産・学の参加機関間での協

業により、工場見学、インターンシップ、特別講義、業界説明会等を実施した。 

また、学生等における半導体産業への興味・関心の向上と理解促進に向けて、「中

部地域半導体人材育成プログラム」及び「業界 PR パンフレット」を作成した。  

●今後の予定・方向性 

来年度は連絡協議会を開催するとともに、産・学の参加機関間での協業による工

場見学、インターンシップ、特別講義、業界説明会等の実施に取り組む。 

また、半導体産業のサプライチェーン強靱化を図るため、製造装置・部素材メー

カーのマッチング支援を実施する。 
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イメージ図  

 
 

＜中部地域半導体人材育成プログラム（抜粋）＞ 

 
 

＜半導体業界 PR コンテンツ（抜粋）＞ 
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１－１（３）【産業現場の即戦力、リーダーとなる実践的で高度な技術・技能を習得した人材の育成】 

取組事例 ナゴヤ イノベーターズ ガレージ 

機関名 中部経済連合会、名古屋市 

取組内容 ●ナゴヤ イノベーターズ ガレージでは、事業会社の新規産業創出やオープンイノ

ベーション活動の推進、また、失敗を恐れず挑戦する文化の醸成に向け、学生を

中心にアントレプレナーの裾野を広げる活動を推進している。 

●令和 6 年度は、事業会社向けに 10 プログラム、アントレプレナー向けに 7 プロ

グラムを提供した。さらに、各プログラムの参加者のネットワークを構築する交

流会の開催や、メンターの伴走支援によって成長を促す活動も提供した。 

●令和 6 年度に新たにスタートした取り組みとして、高校生アンバサダーや大学生

インターンを積極的に採用し、同世代からナゴヤ イノベーターズ ガレージの価

値観を展開するプログラムも実施した。 

 

●今後の予定・方向性 

プロジェクト支援を目的とした「Garage Challenge」や起業支援ワークショップ

である「STARTUP Dragon-Gate」等のプログラム卒業生も含めたイノベーショ

ン人材の育成人数を重要 KPI の一つとした活動を推進し、年間 350 名のイノベ

ーターの輩出を目指す。 

イメージ図 

   

 

 

 

 

 

 

 

メンターを含めたチームでのビジネ

スプランディスカッションの様子 

「STARTUP Dragon-Gate」 

チームのビジネスプランをメンターと 

ディスカッションしている様子 
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１－１（３）【若手技術者・技能者等に対する実践的教育や専門教育、職業訓練】 

取組事例 静岡県立工科短期大学校における技術者の育成 

機関名 静岡県 

取組内容 ●静岡県では、グローバル化や科学技術の進展による大きな変化に対応できる人材

を育成するため、令和３年４月に静岡県立工科短期大学校（静岡キャンパス、沼

津キャンパス）を開校した。 

●時代に合わせて高度化した教育・訓練を実施している。 

＜基本理念＞ 

現場に立って、自ら考え、行動できる人材を育成 

 

●短期大学校概要 

名  称 
静岡県立工科短期大学校 

［Shizuoka College of Technology］ 

設置場所 
静岡キャンパス：静岡市清水区楠（現地建替え） 

沼津キャンパス：沼津市大岡（既存施設の活用） 

修業年限 ２年 

設置科 

（定員） 

静岡キャンパス 沼津キャンパス 

機械・制御技術科（30 人） 

電気技術科（20 人） 

建築設備科（20 人） 

機械・生産技術科（20 人） 

電子情報技術科（20 人） 

情報技術科（20 人） 

●今後の予定・方向性 

引き続き、卒業生の地元企業等への就職を支援するとともに、ものづくり 

産業を支える高度人材の育成に取り組む。 

イメージ図  

  

 

  

＜静岡キャンパス＞ ＜沼津キャンパス＞ ＜情報技術科授業＞ 
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１－１（４）①【国際拠点港湾・重要港湾におけるコンテナターミナルの整備及びふ頭再編の推進】 

取組事例 名古屋港飛島ふ頭の再編 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●名古屋港飛島ふ頭において貨物の増加や船舶の大型化に対応するため、既存施設

の老朽化対策・耐震対策とあわせて、水深 12m→15m に増深改良するふ頭再編

を実施。 

●R1 岸壁について、令和 4 年度 10 月に供用開始。 

 

●今後の予定・方向性 

令和 5 年度より R2 岸壁の工事に着手。 

イメージ図  

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

岸壁(水深 15m)(改良) 

泊地(水深 15m) 

航路・泊地(水深 15m) 

ふ頭用地、荷役機械 

飛島ふ頭 



14 

１－１（４）⑤【水素・アンモニアの大規模サプライチェーンの構築】 

取組事例 
伊勢湾における水素・アンモニアの大規模サプライチェーン及び拠点形成に向けた

取り組み 

機関名 中部経済産業局 

取組内容 ●内   容  

・脱炭素燃料である水素・アンモニア等はカーボンニュートラル達成に必要不可

欠なエネルギー源であり、エネルギー基本計画においても 2050 年カーボンニ

ュートラル実現に向けた鍵となるエネルギーとされている。 

・2024 年に水素社会推進法が施行され、政府においても水素・アンモニア等の

大規模サプライチェーン構築及び拠点形成に向けた支援措置が講じられる中

で、中部圏においては、水素・アンモニア等の活用に関して発電のみならず、

自動車産業を中心とする産業界における早期の活用が期待されているところ。 

・伊勢湾大における、水素・アンモニア等のサプライチェーン構築及び拠点整備

に向けて、供給者及び需要家、自治体、関係機関等との調整を継続的に実施し、

実現に向けたサポートを行っている。 

●今後の予定・方向性 

 ・伊勢湾大において、2030 年に向けて新たに立ち上がる水素・アンモニア等の

サプライチェーンのモデル確立を目指すとともに、2030 年以降の本格的な需

要拡大を見据えた大規模な供給体制の構築が検討されるところ、地域の供給者

及び需要家、自治体関係機関等と連携することで、取組みのサポートを行う。 

 

イメージ図 【水素社会推進法に基づく計画認定を受けた事業者に対する支援措置（「価格差に

着目した支援」、「拠点整備支援」）のイメージ】 

 
※1.価格差に着目した支援：低炭素水素等の価格（基準価格）と既存燃料・原料の

価格（参照価格）の差額を支援する制度。 

※2.拠点整備支援：低炭素水素等の輸送又は貯蔵のために必要な設備であって、複

数の低炭素水素等利用事業者が共同して使用するものの整備に必要な資金を支

援する制度。 

※１ ※２ 
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１－１（４）⑥【次世代地域エネルギーに関する研究開発や事業化支援】 

取組事例 早生樹を活用した木質バイオマス発電と地域振興に関する取組の支援を実施 

機関名 三重県 

取組内容 ●これまで、バイオマスから燃料や化成品などの製造を行うバイオリファイナリー

に関心のある企業を対象に、県内外の研究開発動向などについて情報提供するた

め、「みえバイオリファイナリー研究会」を開催してきた。 

 

●今後の予定・方向性 

 バイオマスに関し、産学官による共同研究につながる取組について、県の工業研

究所とともに検討中。 

イメージ図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜【参考】令和５年度みえバイオリファイナリー研究会＞ 
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１－１（４）③【東海環状自動車道等の必要な整備】 

取組事例 高規格道路の開通（つながる中部４２.６ｋｍ） 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●令和 7 年夏頃までに中部地方整備局管内で、東海環状自動車道・蒲郡バイパス・

北勢バイパス・島田金谷バイパスの 4 事業（総延長 42.6km）の道路が開通予定

であり、過去 10 年間で最大の開通延長。 

 

令和 7 年 3 月 7 日開通 

国道１号島田金谷バイパス（旗指 IC～大代 IC）L=4.3km 

令和 7 年 3 月 8 日開通 

国道２３号蒲郡バイパス（豊川為当 IC～蒲郡 IC）L=9.1km 

令和 7 年 3 月 16 日開通 

国道１号北勢バイパス（（市）日永八郷線～国道 477 号 BP）L=4.1km 

令和 7 年 3 月 29 日開通 

東海環状自動車道（いなべ IC～大安 IC）L=6.5km 

令和 7 年 4 月 6 日開通 

東海環状自動車道（山県 IC～本巣 IC）L=11.9km 

令和 7 年夏頃開通予定 

東海環状自動車道（本巣 IC～大野神戸 IC）L=6.8km 

 

●所要時間の短縮や渋滞緩和、アクセス性の向上により、製造品出荷額や観光客の

増加等による地域経済の活性化、救急医療活動の支援等が期待。 

 

●今後の予定・方針 

引き続き、ものづくりを支える産業基盤の強化に向け、道路整備を推進。 
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イメージ図 つながる中部４２．６ｋｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東海環状自動車道 （岐阜 IC ） 
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２．リニア効果最⼤化対流促進プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ リニア効果最大化対流促進プロジェクトに向けた取組みとして、「リニアを活かしたまちづく

り」「リニア効果を広域に波及させる基盤整備」に関する取組みが、積極的に進められている。 

⚫ 「名古屋駅を核とした名古屋大都市圏、中京大都市圏づくり」では、「名古屋駅のスーパータ

ーミナル化」として、高い機能性を有した新時代の交流拠点の創出に向けた取組が進められて

いる。 

⚫ 「リニア岐阜県駅を核としたまちづくり」では、「岐阜県リニア中央新幹線活用戦略に基づく

取組」として、令和 5 年 3 月に策定した「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」に基づき、

リニア中央新幹線を活用したまちづくりに関する取組みを実施している。 

⚫ 「リニア効果を活かす太平洋側の地域づくり」では、「三重・奈良・大阪ルートによるリニア

全線早期開業に向けた取組」として、「三重県リニア基本戦略」が示すめざす三重の姿の実現

に向け、行動計画となる「みえリニア戦略プラン（仮称）の策定に着手した。 

⚫ 「リニア効果を広域に波及させる基盤整備（鉄道）」では、「鉄道アクセス 40 分交通圏の拡大」

として、知立駅付近連続立体交差事業が実施された。 

  

基本方針２ スーパー・メガリージョンのセンター、我が国の成長を牽引

リニアを活かした新たな中部圏の形成～日本のハートランド・中部～

・中部圏の役割と中部固有の新たな価値の創造
・国際競争力のある階層的大都市圏構造の構築
・リニア中間駅を核とした地域づくり
・東海道新幹線・新東名高速沿線地域へのリニア効果波及

・名古屋駅のスーパーターミナル化
・広域波及のためのネットワーク強化

リニア効果の中部・北陸圏への広域的な波及

国際大交流時代を拓く観光・交流

・国内外との観光・交流の促進
・国際交流拠点としての魅力創造・発信、

ＭＩＣＥ、コンベンション機能拡充強化

3.新たな観光交流おもてなし プロジェクト

2.リニア効果最大化対流促進 プロジェクト

・   効果、産業構造転換、       変革、世界            
・名古屋における都心での機能集積、中川運河・堀川再生、     

   機能充実
・長野県駅、       構想、        、移住定住、伝統芸能
・岐阜県駅、   活用戦略、歴史文化 農林資源、東濃      
・太平洋側   効果の受け皿整備、「内陸      」を拓く取組、

富士山静岡空港、広域連携拠点としての機能強化

・静岡県中部・東部・伊豆～神奈川県西部～山梨県～長野県東部
・首都圏～長野県東部・北部～北陸圏
・長野県中部～岐阜県飛騨・奥美濃～北陸圏
・紀伊半島南部
・名古屋大都市圏～中京大都市圏

【計画策定時の具体的方策】

【計画策定時の主な取組事例】

・名古屋駅での   と既存鉄道    乗継利便性向上、 名高速結節
性強化

・名古屋駅と中部国際空港の         機能確保
・周辺都市との広域交通機能強化（道路      ）
・   中間駅への    強化（中部横断、三遠南信、濃飛横断等）
・名古屋駅からの鉄道    40分交通圏拡大

広域観光交流圏の形成

・広域観光周遊   「昇龍道」の重点   設定
・訪日外国人旅行者の受入環境水準向上
・一貫した海外プロモーション

昇龍道プロジェクトの推進
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３．新たな観光交流おもてなしプロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ 新たな観光交流おもてなしプロジェクトに向けた取組みとして、「地域特性を活かした広域観

光交流圏の形成」「広域観光交流を支える基盤整備」「訪日外国人旅行者の受入環境水準の向

上」に関する取組みが、積極的に進められている。 

⚫ 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（静岡県中部・東部・伊豆～神奈川県西部～山梨

県～長野県東部）」では、「多彩な観光コンテンツ開発を促進し広域観光交流の促進」として、

「ふじのくにクルーズ船誘致戦略」の推進が実施された。 

⚫ 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（長野県中部～岐阜県飛騨・奥美濃～北陸圏））」

では、「グリーン・ツーリズム・スポーツツーリズムなど広域観光交流の促進」として、利用

者や観光消費額の拡大によって中部山岳国立公園及び周辺地域の活性化を図るため、ガイド人

材養成、新たな自然体験ツアーの造成、ＳＮＳを活用した魅力発信等の取組を実施された。 

⚫ 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（名古屋大都市圏～中京大都市圏）」では、「多

様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展」として、岐阜県内の観光事業

者と訪日旅行商品を取り扱う国内のランドオペレーターとのマッチングを行う「岐阜県インバ

ウンド商談会」を東京で実施。また、愛知・名古屋 2026 大会運営に係る各種計画の策定や、ボ

ランティア募集など、開催に向けた準備を推進した他、愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）

の整備を推進している。さらに、愛知万博 20 周年記念事業「愛・地球博 20 祭」の開催周知及

び機運醸成のため、記念事業の愛称募集、応援サポーター制度の創設、ＰＲキービジュアルの

作成、開幕半年前ＰＲイベント等が実施された。 

⚫ 「訪日外国人旅行者の受入環境水準の向上」では、「訪日外国人旅行者受入環境の検証」とし

て、福井県における北陸新幹線金沢-敦賀間開業を契機としたインバウンド受入環境整備実証事

業や発酵食文化を活用したインバウンド促進及び受入環境整備実証事業が実施された。 
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■コラム（取組例） 

２．リニア効果最⼤化対流促進プロジェクト 

２（１）①【名古屋駅のスーパーターミナル化】 

取組事例 名古屋駅のスーパーターミナル化 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●リニア中央新幹線の開業に向けて、「名古屋駅周辺まちづくり構想」（H26 年）

等の計画を踏まえ、高い機能性を有した新時代の交流拠点の創出に向けた取り組

みを進めている。 

 

●リニア駅周辺の面的整備 

「リニア駅周辺のまちづくりの方向性（中間とりまとめ）」（H31 年）をふまえ、

人々が集い、憩い、交流する広場が中心にあるまちの実現に向けて、地元や関係

機関等との協議・調整を実施した。 

 

名古屋駅西地区まちづくり推進会議 

 R6 年 5 月 28 日開催 

 

●名古屋駅ターミナル機能の強化 

「名古屋駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」（H31 年）をふまえ、

関係者との調整や事業の具体化に向けた検討、整備に向けた準備工事を進めて

いる。 

東側では各施設の設計や、ポンプ所整備工事を行うとともに、地下歩行者空間の

設計等を行った。また、駅前広場におけるデザイン計画の検討を行った。 

西側では、リニア開業時における平面レベルの整備に着手した。 

 

●今後の予定 

調整会議等の場で、関係者との協議・調整を引き続き実施しながら、事業化に向

けた取り組みや工事を進める。 
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イメージ図 名古屋駅西側駅前広場リニア開業時の姿 整備イメージ図 

（R6.2 公表「名古屋駅西側駅前広場整備計画」より） 
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２（１）③【岐阜県リニア中央新幹線活用戦略に基づく取組】 

取組事例 「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」に基づく取組みの推進 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●岐阜県では、リニア開業効果の最大化を図るため、平成 26 年に他県に先駆けて

取りまとめた「岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」について、令和３年度から見

直しに向けた検討に着手 

●令和４年４月２５日、県内全市町村、観光団体、経済団体等の「オール岐阜」で

構成する岐阜県リニア中央新幹線活用戦略研究会を開催し、以下のとおり同戦略

の改訂方針を決定 

・現行戦略の「観光振興・まちづくり」「産業振興」「基盤整備」の３本柱は維持 

・新型コロナがもたらした新次元での地方分散の動き、持続可能な地域の発展を追

求するＳＤＧｓの推進、リニア建設工事での盛土・残土等の環境対策等の新たな

視点を踏まえ施策を見直し 

●令和５年３月、「第２次岐阜県リニア中央新幹線活用戦略」を策定 

●以降、改訂後の活用戦略に基づき、リニア中央新幹線を活用したまちづくりに関

する取組みを実施 

 

●今後の予定・方向性 

 引き続き、第２次活用戦略に基づき、リニア中央新幹線を活用したまちづくりを

推進 

イメージ図 
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２（１）④【三重・奈良・大阪ルートによるリニア全線早期開業に向けた取組】 

取組事例 「みえリニア戦略プラン（仮称）」の策定 

機関名 三重県 

取組内容 ●リニア効果の発現を「期待」ではなく「必然」にするため、今年度から、「三重県

リニア基本戦略」が示すめざす三重の姿の実現に向け、行動計画となる「みえリニ

ア戦略プラン（仮称）」の策定に着手した。 

●策定にあたっては、県内全市町、地元経済団体、交通事業者、有識者などによる「オ

ール三重」の検討体制（「みえリニア戦略プラン（仮称）検討委員会」）を立ち上

げ、リニア開業による効果を最大限に生かすことができるよう、リニアとともに歩

む三重を「リ・デザイン」し、めざす姿の実現に向けたリーディングプロジェクト

を検討している。 

●今後の予定・方向性 

引き続き、検討委員会での議論を深め、令和８年３月のプラン策定をめざす。 

イメージ図  
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２（２）②【鉄道アクセス 40分交通圏の拡大】 

取組事例 知立駅付近連続立体交差事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●主要な踏切における慢性的な渋滞の解消、都市内交通の円滑化、周辺市街地の生

活環境や都市機能の向上を図ることを目的とした事業。 

●当該事業により、名古屋駅と自動車関連企業が集積する豊田市を始めとする西三

河地域との速達化に寄与する。 

●令和６年度は名鉄名古屋本線及び三河線の高架本体工事を実施中。 

 

●今後の予定・方向性 

引き続き、名鉄名古屋本線及び三河線の高架本体工事を推進する。 

イメージ図 知立連立写真 
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３．新たな観光交流おもてなしプロジェクト 

３－１（１）①【多彩な観光コンテンツ開発を促進し広域観光交流の促進】 

取組事例 「静岡県クルーズ船誘致戦略」の推進 

機関名 静岡県、関係各市 

取組内容 ●国内外のクルーズ市場の動向を概観するとともに、本県港湾の寄港誘致に向けた

課題、強みと弱みの分析等を行い、港の特性に応じた誘致戦略を策定し、戦略的な

クルーズ船誘致を実施している。 

●静岡県内各誘致組織から構成される「静岡県クルーズ船誘致組織連絡会」（以下、

連絡会）において各誘致組織の実務上の課題を解消するための連携を強化するこ

とで実務レベルの向上を図っている。 

●効果や進捗 

各誘致組織の課題や要望を聞き取り、それらを補うような事業（セミナーの開催

や相互視察等）を実施することで、より効果的な誘致活動を展開している。 

●令和６年の本県へのクルーズ船寄港については、91 回の受入れを行い、令和 7 年

のクルーズ船受入回数は 100 回を超える予定となっている。 

●今後の予定・方向性 

引き続き、連絡会の活動を通じた情報共有等を継続し、静岡県内各港の特性に応

じた誘致の取組を促していく。 

イメージ図  

    静岡県クルーズ船誘致組織連絡会 
              （事務局 ： 県港湾振興課） 

   



26 

３－１（１）③【グリーン・ツーリズム・スポーツツーリズムなど広域観光交流の促進】 

取組事例 中部山岳国立公園魅力増進事業 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●利用者や観光消費額の拡大によって中部山岳国立公園及び周辺地域の活性化を図

るため、「第二次岐阜県中部山岳国立公園活性化基本計画（R6～R10）」に基づき、

ガイド人材養成、新たな自然体験ツアーの造成、ＳＮＳを活用した魅力発信等の取

組として下記事業を実施。 

・温泉ソムリエガイドといくトレイルツアー 

・「森林浴×温泉」によるリトリート体験プログラム 

・乗鞍岳自然観察教室 

・中部山岳国立公園観光情報ランディングページの作成 等 

 

●今後の予定・方向性 

令和６年７月にリニューアルオープンした中部山岳国立公園奥飛驒ビジターセン

ターを拠点に、引き続き、第二次岐阜県中部山岳国立公園活性化基本計画に基づ

く取組みを推進し、魅力増進を図る。 

イメージ図 中部山岳国立公園奥飛驒ビジターセンター 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点に発展】 

取組事例 県全域へのインバウンド誘客推進事業 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●県全域へのインバウンド誘客に向け、定番の飛騨高山・白川郷に加えて、県中南部

でさらに“もう一泊”していただく旅行商品の造成・販売を促すため、７月５日（金）

に、県内の観光事業者と訪日旅行商品を取り扱う国内のランドオペレーターとの

マッチングを行う「岐阜県インバウンド商談会」を東京で実施。 

●岐阜県側（セラー）は５０団体８６名、ランドオペレーター（バイヤー）は２５社

４４名が参加。 

 

●今後の予定・方向性 

商談会に参加したランドオペレーターへのフォローを継続しつつ、旅行商品の造

成・販売に取り組む。 

イメージ図 商談会の様子 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 
大会運営に係る各種計画の策定や、ボランティア募集など、開催に向けた準備の推

進 

機関名 愛知県、名古屋市 

取組内容 ●開催都市における大会支援として、会場最寄り駅から会場までのラストマイルに

おける観客輸送や警備・誘導など諸計画の策定をした。 

●組織委員会と連携し、ボランティアの募集を開始した。あわせて、募集後の研修

計画や大会時の運営計画などを進めていく。 

●組織委員会が定める聖火リレー基本計画に基づき、組織委員会と共同で聖火リレ

ー実施計画の策定に向けた検討を行った。 

●文化プログラム計画に基づき、大会関係施設において実施する文化プログラム主

催実施計画を策定した。 

●引き続き関係自治体、関係団体などと連携・協力し、愛知・名古屋 2026 大会の

成功に向け、オールジャパンで、全力で取り組んでいく。 

イメージ図 愛知・名古屋 2026 ボランティア募集センター 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）の整備推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●アジア競技大会を始めとしたスポーツの国際大会や全国大会、全国レベルのコン

サート、イベント、コンベンション等の拠点として、愛知・名古屋のシンボルとな

る世界でもトップクラスのアリーナをめざし、整備を推進。 

 

●2022 年７月より建物本体の建設工事に着手し、継続して建設工事を実施。 

 

●今後の予定・方向性 

2025 年 7 月のオープンに向けて、整備を推進。 

イメージ図 ・愛知県新体育館：新体育館イメージパース 

 

🄫AIA Corporation ※画像はイメージです。 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 愛知万博 20 周年記念事業「愛・地球博 20 祭」の開催（新） 

機関名 愛知県 

取組内容 ●2025 年は、2005 年日本国際博覧会「愛・地球博」が開催されて 20 周年となる。これを

記念し、愛・地球博の会場地であった愛・地球博記念公園において、2025 年３月 25 日

（火）から９月 25 日（木）までの 185 日間、愛知万博 20 周年記念事業「愛・地球博 20

祭」を開催する。 

●開催周知及び機運醸成のため、記念事業の愛称募集、応援サポーター制度の創設、ＰＲキ

ービジュアルの作成、開幕半年前ＰＲイベント等の実施。 

●全県一丸となって盛り上げるため、愛知万博公式マスコットキャラクターであるモリゾ

ー・キッコロと県内 54 市町村がコラボしたデザインの作成、市町村ＰＲキャラバン・巡

回パネル展の実施。 

●学生が参画する各種イベントに係るプロジェクトチーム会議や全体ミーティングの実施。 

●2025 年３月 25 日から、愛・地球博 20 祭を開催。 

 

●今後の予定・方向性 

愛・地球博を振り返り、その意義や成果を再認識することで、未来を担う若者たちにその

成果や理念をつなげていくとともに、愛知の多彩な魅力を発信し、より愛知を好きになって

いただくため、毎月週末を中心に様々なイベントを開催。 

イメージ図 愛称ロゴイメージ 
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54 市町村ご当地モリゾー・キッコロデザイン 

 

 

プロジェクトチーム会議の様子 
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３－２（２）【訪日外国人旅行者受入環境の検証】 

取組事例 
福井県における北陸新幹線金沢-敦賀間開業を契機としたインバウンド受入環境整

備実証事業（新） 

機関名 中部運輸局 

取組内容 ●福井県において、北陸新幹線の敦賀延伸開業により、インバウンドの増加が期待

されることから、インバウンドの動向調査等を実施し、そのニーズや課題等を踏

まえ、モニター等による検証を実施して周遊・滞在に向けた地域ならではの魅力

を活かした体験ツアーの造成に取り組むとともに、交通サービスの確保・充実や

多言語対応等、受入面の環境整備を一層推進し、地域の魅力を向上させる。 

 

イメージ図 機運醸成（セミナー＆勉強会の開催） 
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３－２（２）【訪日外国人旅行者受入環境の検証】 

取組事例 発酵食文化を活用したインバウンド促進及び受入環境整備実証事業（新） 

機関名 中部運輸局 

取組内容 ●インバウンドの受入環境向上のため、令和６年１０月～３月にかけて発酵食文化

を活用した誘客促進のため愛知県西三河地域を中心にインバウンドの受入状況

の調査や海外旅行会社による受入対応の現地視察、発酵食関連事業者等を対象と

した勉強会を実施し、その結果を検証し、今後の受入環境整備に必要となる事項

を取りまとめた。 

●今後の予定・方向性 

 観光庁事業等を通してインバウンド誘致・受入環境の整備を目指す。 

イメージ図 勉強会の実施（チラシ） 
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基本方針３ 地域の個性と対流による地方創⽣ 

 
 

４．中部圏創⽣暮らしやすさ実感プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ 中部圏創生暮らしやすさ実感プロジェクトに向けた取組みとして、「地域づくり・まちづくり」

「地域経済の活性化」に関する取組みが、積極的に進められている。 

⚫ 「地域特性に応じた「コンパクト＋ネットワーク」の形成」の「地域公共交通網形成計画、地

域公共交通再編実施計画」として、令和 6 年 3 月に策定された「名古屋市地域公共交通計画」

に基づき、公共交通による移動サービス水準の維持・確保等が実施されている。 

⚫ 「地域資源や個性を活かした対流促進」の「地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり」

として、日本平へ観光やイベントに車で訪れる観光客の利便性向上のため、アクセス道路の整

備工事を実施された。また、フジイチ（富士山一周サイクリングルート）におけるサイクルツ

ーリズムの推進として自転車の走行空間整備を実施した。さらに、「保存継承してきた魅力ある

地域資源」として、あいち朝日遺跡ミュージアムにて企画展やイベント、古代体験プログラム

が実施された。 

⚫ 「農林水産業の活性化」では、「農山漁村発イノベーション対策の推進、情報交流会の開催」と

して、農山漁村発イノベーション情報交流会の実施や六次産業化・地産地消法に関する出張講

座や特別講義が実施された。「農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組」として、茶

業者や異業種が集う ChaOl フォーラムにおいて、異業種の連携による新商品開発や販路開拓の

取組を実施した。「農業とものづくり産業との連携による新産業の創生」として、農業の飛躍的

な生産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するＡＯＩ（Agri Open innovation）プロジェク

トを推進した。「新たな担い手の確保・育成」として、みえ農業版ＭＢＡ養成塾を通じた若手農

基本方針３ 地域の個性と対流による地方創生

コンパクト＋ネットワーク

・「小さな拠点」の形成・活用による持続可能な地域づくり
・地域特性に即した「コンパクト＋ネットワーク」による対流の促進

・連携中枢都市圏や定住自立圏構想による新たな広域連携
・地域の個性や特性を活かした広域連携による地域づくり

広域的な連携により創り出す都市圏・地方圏の形成

地域産業の活性化による地域活力の維持・発展

・地域資源を最大限活用する観光振興 観光業の活性化
・歴史・文化の魅力を活かしたまちづくり
・伝統工芸の振興

地域の個性を活かした交流連携の創出

快適で安全・安心な生活環境の構築

・住民や利用者のニーズにマッチした次世代交通システムの構築
・住民生活の安全・安心の確保

・地域を支える農林水産業の強化
・地域住民の生活を支える地域消費型産業の振興

4.中部圏創生暮らしやすさ実感 プロジェクト

・多面的機能「道の駅」（重点「道の駅」  駅）、「みなと    」
・地域公共交通網形成計画、持続可能な公共交通ネットワーク形成
・中山間地域における生活交通の確保維持（高山市等）
・過疎地等における宅配サービスなど新たな輸送システム構築（静岡

市玉川地区等）
・地域の交通と生活をつなぐ拠点「          」構築

・農林水産業の成長産業化（６次産業化、地域ブランド化）
・植物工場実証パイロット事業、ICT活用・環境制御技術、農業 経済
界連携による 先端モデル農業確立 ､農業 ものづくり産業連携

・新たな流通        構築
・天竜杉 尾鷲   等、森林認証(FSC等)、「育てる林業」から「使う林業」へ

・水産業担い手確保（漁業士、漁師塾等）

・地域資源の保存 継承 磨き上げ 掘り起こし 活用による観光交流
・水辺空間を活かした地域活性化
・中部の魅力体感、            、           、          
・歴史的建造物 まちなみ保全（高山市､亀山市､犬山市等）
・伝統産業後継者育成、伝統的工芸品産業魅力    創造事業

・公共交通網拡充（名古屋市都心部）、ＢＲＴ強化（岐阜市）
・ＥＴＣ2.0展開、安全運転支援    実証実験（名古屋市内）
・超小型電動      活用実証（とよた  フルタウン等）
・幹線道路交通事故対策、生活道路 通学路安全対策、自転車環境
・安全運転支援技術の普及促進（運行記録計・            の取得支援）

・治安・防犯まちづくり、     空間          食の安全確保

【計画策定時の具体的方策】

【計画策定時の主な取組事例】

・都市 生活サービス機能の維持、都市・地域の連携、相互補完
・立地適正化計画、都市機能集約、居住誘導、コンパクト化
・広域連携の先進をいく三遠南信地域連携
・県境を越えた広域連携（富士箱根伊豆地域、環白山地域等）

5. 快適・安全安心な生活環境実現 プロジェクト
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業経営者等の育成を実施した。「漁業の担い手の確保・育成」として、デジタルオンライン技術

を活用した漁師育成機関（みえ漁師 Seeds）の運営を実施している。「ICT を活用した高度なリ

モートセンシング技術による高品質・安定生産・省力化等の取組を促進」では、農業に関係す

る様々なデータを収集、活用し、生産性の向上や経営改善、市場の需要に応じた供給を実現す

る「農業ＤＸプラットフォーム」の導入に向けた効果検証を実施した。「農林業の担い手の確保・

育成」として、農林業分野の専門職大学である静岡県立農林環境専門職大学及び同短期大学部

において、農林業の経営と生産のプロフェッショナルの養成を進めた。「雇用労力確保支援」と

して、規模拡大を志向する農業経営体の主力従業員の確保・定着を推進するため、静岡県雇用

労力確保推進協議会を設立し、労働条件・キャリアパスの整備などを支援した。「女性活躍推進」

として、農業分野での女性リーダーや経営者を育てるため、スキルアップセミナーを開催した。 

５．快適・安全安⼼な⽣活環境実現プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ 快適・安全安心な生活環境実現プロジェクトに向けた取組みとして、「快適・安全安心なまちづ

くり、次世代交通システムの構築」「安全安心な生活環境、社会の構築」に関する取組みが、積

極的に進められている。 

⚫ 「快適・安全安心なまちづくり、次世代交通システムの構築」では、「次世代交通システムの導

入に向けた実証実験や研究開発支援等」として、地域公共交通の維持確保を図るため、自動運

転の導入に向けた取組みを推進した。 

⚫ 「安全安心な生活環境、社会の構築」では、「効率的・効果的な交通事故対策」として、岐阜県

において高齢者に対する効率的・効果的な交通事故対策を実施した他、三重県において、幼児

から高齢者までの幅広い県民を対象とした参加・体験・実践型の交通安全教育を実施した。ま

た、「サイバー空間における安全性の確保」として、サイバー事案対処能力の向上を図るため、

警察職員を高度な IT 関連技術を有する民間企業等へ派遣するとともに、学術機関においてデー

タサイエンス等の専門分野科目を受講した。 
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■コラム（取組例） 

４．中部圏創⽣暮らしやすさ実感プロジェクト 

４（１）③【地域公共交通網形成計画、地域公共交通再編実施計画】 

取組事例 「名古屋市地域公共交通計画」の推進 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●目的 

将来にわたってまちづくりと交通が連携し、地域の特性やニーズに応じた持続可

能な公共交通を確保するため、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（地

域交通法）」に基づく「名古屋市地域公共交通計画」を令和６年３月に策定。 

●令和６年度の主な取組 

（１） 公共交通による移動サービス水準の維持・確保 

  ・求められる役割にあわせた公共交通の維持・確保 

  ・名古屋市の公共交通に関するわかりやすさの向上と利用促進 

  ・ガイドウェイバスへの自動運転技術の実装 

（２） 地域の実情に応じた移動手段の確保 

  ・交通支援制度を活用した新たな移動手段の導入 

（３）先進技術を活用したシームレスな移動環境の形成 

  ・AI 技術を活用した新たな移動手段の導入検討 

  ・MaaS の実現 

  ・環境にやさしい交通の促進 

  ・データを活用した移動実態調査・分析 

  ・回遊性を高めるための新たな路面公共交通システム「SRT」の導入 

●今後の予定 

 名古屋市地域公共交通協議会において、進捗管理を行いながら各施策に取り組

む。 
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イメージ図  

 

  

≪立地適正化計画における基本的な区域の設定≫ 
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４（１）④【地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり】 

取組事例 日本平公園整備事業 

機関名 静岡市 

取組内容 
●日本平へ観光やイベントに車で訪れる観光客の利便性向上のため、7 月から 3 月

にかけ、アクセス道路（1,764ｍのうち 545ｍ）の整備工事を実施 

●今後の予定・方向性 

・アクセス道路は令和 6 年度末を以て概成、7 年度当初から全線供用開始予定 

 ・残事業（電線共同溝、飲食・物販施設、展示等教養施設、芝生広場、体験・景

観茶畑、園内移動支援システム、野点の庭、花木苑、視点場整備ほか）整備を

継続しつつ、観光地域づくりの拠点となる日本平公園の整備に取り組む 

イメージ図 

   

 

上：アクセス道路全景 

下：日本平公園基本計画図 
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４（１）④【地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり】 

取組事例 フジイチ（富士山一周サイクリングルート）におけるサイクルツーリズムの推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●地域資源を活かしたサイクルツーリズムの推進による地域活性化に向け、山梨

県・静岡県の関係者による官民連携協議会（ぐるり富士山サイクルツーリズム推

進協議会）を令和５年８月に設置し、関係者が一体となった取組を進めている。 

●令和６年度は、サイクリストの受入施設となるゲートウェイの整備に向け、関係

者との調整を進めるとともに、案内看板・路面表示デザインを決定し、自転車の

走行空間整備を推進した。 

●引き続き、富士山の魅力を活かした地域づくりに向け、自転車の走行環境及びサ

イクリストの受入環境整備を進めていく。 

イメージ図 
フジイチを周遊するサイクリスト（富士宮市） 

 

                            案内看板デザイン 
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４（１）④【保存継承してきた魅力ある地域資源】 

取組事例 あいち朝日遺跡ミュージアムの運営 

機関名 愛知県 

取組内容 ●朝日遺跡と弥生時代についての情報と魅力を広く発信するため、2020 年 11 月

22 日に開館した「あいち朝日遺跡ミュージアム」の管理運営を行い、常設展示

のほか、年４回の企画展やイベント、古代体験プログラムを開催。 

 

●企画展 

・企画展「ヤジリの考古学」(4/27～6/23) 

・企画展「弥生人といきもの 2024 鳥に願いを」(7/20～9/16) 

・企画展「弥生時代の食事情」(10/19～12/15) 

・企画展「あいちの発掘調査 2024」(1/18～3/9) 

 

●弥生こどもの日(5/4)、ナイトミュージアム(8/17)、収穫祭(11/17)ほか 

・古代体験プログラム 

・土器づくり、火おこし体験等の実施、体験水田での稲作 

イメージ図 

 

季節イベント「収穫祭」（2024 年 11 月 17 日）に実施した発掘体験の様子 
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４（２）①【農山漁村発イノベーション対策の推進、情報交流会の開催】 

取組事例 令和６年度「農山漁村発イノベーション情報交流会」の実施 

機関名 東海農政局 

取組内容 ●農林水産省は、六次産業化を発展させて地域の文化・歴史や森林、景観など農林

水産物以外の多様な地域資源も活用し、農林漁業者はもちろん地元の企業なども

含めた多様な主体の参画によって新事業や付加価値を創出していく「農山漁村発

イノベーション」の取組を推進中。 

その取組の一つとして、東海管内で農山漁村発イノベーションに取り組む事業者

等（地域活性化、六次産業化、地産地消、農泊、農福連携等）を対象としたイベ

ントを企画。 

本イベントは、地域活性化を実践する専門家の講演に加え、農業や地域の活性化

に挑む若手起業家等によるパネルディスカッション等を通じ、地域資源を活用し

た農山漁村発イノベーションについての「学び合い」と交流の機会とするため実

施するものである。（2024.12.02 開催） 

 

 

イメージ図 

 
本年度の取組（広報用のチラシ） 
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４（２）①【農山漁村発イノベーション対策の推進、情報交流会の開催】 

取組事例 
農山漁村発イノベーションの推進に関する具体的取組と当局 Web サイト等による

情報の発信 

機関名 東海農政局 

取組内容 ●六次産業化・地産地消法の周知、同法律に基づく事業計画の認定状況、認定事業

者の開発した商品情報等の発信、認定事例の紹介、地産地消に取り組む直売所の

紹介等を当局 Web サイトにより発信する。 

 

●地方自治体や教育機関等からの要請に応じ、六次産業化・地産地消法に関する出

張講座や特別講義を実施。 

 

●認定事業者が開発した商品等を当局 Web サイトで発信。 

 

●今後の予定・方向性 

 「農山漁村発イノベーション」の推進に当たっては、これまでの六次産業化・地

産地消法に基づく取組に加え、農山漁村イノベーション対策において農泊や農福

連携に取り組む事業者も対象とし、具体的取組事例等の広報等により、取組の拡

大、横展開を図っていく。 

 

イメージ図  

 
東海農政局 Web サイト 
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出張講座・特別講義の様子 

 

 
農産漁村発イノベーションの推進について 
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４（２）①【農林水産業の 6次産業化や地域ブランド化への取組】 

     【農業とものづくり産業との連携による新産業の創生】 

取組事例 茶の新たな需要を創出するＣｈａＯＩプロジェクトの推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●静岡茶の新たな需要や価値を創出するため、茶業者や異業種が集うプラットフォ

ーム「ChaOI（Cha Open Innovation）フォーラムを組織し、異業種の連携による

新商品開発や販路開拓の取組を支援している。 

●活動（Ｒ6 年度） 

・ＣｈａＯＩフォーラムの設置 

 茶業者をはじめ、飲料メーカーや食品企業、海外のレストラン等の多様な分野から

793 者（令和 6 年９月末現在）が参画。 

・コーディネーターの設置 

コーディネーターを３名配置し、企業間のマッチングや事業化の支援を行ってい

る。（４月から９月までの相談対応件数：4,117 件） 

・事業化 

同フォーラム会員で組織するコンソーシアム（共同事業体）による静岡茶の新商

品開発や販路開拓等 33 件の取組に対し補助事業で支援。(交付決定予定額 1 億

2,468 万円)（９月末時点） 

 

●今後の予定・方向性 

着実な事業実施及び事業効果の発揚を図るため、コーディネーターによる伴走型

支援を進めていく。 

イメージ図 

 
オープンイノベーションの概念図 
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４（２）①【農業とものづくり産業との連携による新産業の創生】 

取組事例 
農業の飛躍的な生産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するＡＯＩ（Agri 

Open innovation）プロジェクトの推進  

機関名 静岡県 

取組内容 ●農業の飛躍的な生産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するためＡＯＩ－

ＰＡＲＣを拠点に先端農業技術の研究開発や事業化支援を行っている。 

●ＡＯＩフォーラムの設置 

産学官金の多様な主体が参画するオープンイノベーションプラットフォーム「Ａ

ＯＩ（Agri Open Innovation）フォーラム」（フォーラム会員 374 者（R6.10 月

末現在））の運営を支援し、ビジネスマッチングや事業化を推進している。 

●コーディネーターの設置 

ＡＯＩプロジェクトでの事業化を担う一般財団法人アグリオープンイノベーシ

ョン機構に、販路開拓や知財など得意分野を持つコーディネーターを８名配置

し、企業間のマッチングや事業化の支援を行っている。 

●事業化の推進 

産学官金の多様な主体が参画するオープンイノベーションにより、新たな先端農

業技術の研究開発や実用化を進めた結果、累計で 39 件の商品化・サービス化を

達成（R6.10 月末現在）。 

農業分野におけるＳＤＧｓ実現に向け、環境負荷低減と生産性・収益性の両立に

資する事業化支援を行っている。 

 

●今後の予定・方向性 

・持続可能な農業の実現に向け、環境負荷低減と生産性・収益性の両立に資する研

究開発成果の創出や、社会実装に向けた取組を推進する。 

イメージ図 
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４（２）①【新たな担い手の確保・育成】 

取組事例 みえ農業版ＭＢＡ養成塾を通じた若手農業経営者等の育成 

機関名 三重県 

取組内容 ●みえ農業版ＭＢＡ養成塾は、「農業をビジネスとして展開する起業家」や「農業

法人のビジネスマネージャー」の育成を目的として、平成 30 年度に、県内の若

手の農業経営者や親元就農者等を対象に、農業大学校に設置。これまでに 10 名

が修了し、新規就農者や農業法人のマネージャーとして活躍するなど、新たなビ

ジネス展開を目指して取り組んでいる。 

 

●今後の予定・方向性 

引き続き、次代を担う農業経営者の育成に向け、県内の若手の農業経営者や親元

就農者、農業法人のビジネスマネージャーを志す人などをメインターゲットとし

て塾生の募集を行う。 

・学識経験者や先進農業者等の意見を取り入れたカリキュラムの充実 

・専用ホームページによる情報発信、農業者向け研修会等での広報 

イメージ図    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     個別指導の様子 

 

 

     養成塾のチラシ 
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４（２）①【漁業の担い手の確保・育成】 

取組事例 デジタルオンライン技術を活用した漁師育成機関（みえ漁師 Seeds）の運営 

機関名 三重県 

取組内容 ●漁業の担い手を確保するため、令和４年５月から漁業への就業に興味を持つ都市

部の若者等が、時間や場所にとらわれずにオンラインで三重県の漁業について学

べるオンライン漁師育成機関「みえ漁師 Seeds」を開設・運営。 

 

●今後の予定・方向性 

「みえ漁師 Seeds」のコンテンツの充実を図りつつ、三重県の漁業の魅力発信に

取り組む。 

イメージ図    

みえ漁師 Seeds ウェブサイト画像
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４（２）①【ICT を活用した高度なリモートセンシング技術による高品質・安定生産・省力化等の取組を促進】 

取組事例 農業ＤＸプラットフォームの推進 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●デジタル技術等を活用し大幅な増収や高品質化を実現するなど、農業に革新的な

イノベーションをもたらすＤＸを進めるため、農業に関係する様々なデータを収

集、活用し、生産性の向上や経営改善、市場の需要に応じた供給を実現する「農

業ＤＸプラットフォーム」の導入に向けた効果検証を実施。 

①農業ＤＸプラットフォームの導入検討 

「農業ＤＸプラットフォーム導入検討会」を開催し有識者等からの 

アドバイスを通じ導入の検討。 

②農業ＤＸプラットフォーム産地講演会の実施 

 プラットフォームの効果について県内生産者へ周知。 

③農業ＤＸプラットフォーム導入に向けた実証実験 

 先進県で開発された農業に関係する様々なデータを収集・蓄積等するシス

テムを試験的に導入し、県内主要品目産地において実証実験を実施。 

 

●今後の予定・方向性 

プラットフォームの効果検証を継続しつつ、本県として実装すべきプラットフォ

ームの仕様を定め、令和８年度の本格運用に向け取組みを継続。 

イメージ図    
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４（２）①【農林業の担い手の確保・育成】 

取組事例 静岡県立農林環境専門職大学及び同短期大学部における担い手の養成 

機関名 静岡県 

取組内容 ●令和２年４月に開学した全国初の農林業分野の専門職大学である静岡県立農林

環境専門職大学及び同短期大学部において、農林業の経営と生産のプロフェッシ

ョナルを養成する。 

●大学の理念：大地を耕すことは、自らの心を耕すことである。 

・前身の農林大学校では、校訓である「耕土耕心」、すなわち「大地を耕すこと

は自らの心を耕すことである」という理念の下、本県農林業の発展に貢献す

る、現場で活躍する農林業者を数多く輩出してきた。 

・引き続きこの理念を尊重した上で、農林業に関する実践的な知識・技術を身に

つけ、先端技術などを活用して経営革新を推し進めるとともに、農山村の地域

社会を支える農林業者として、それらを守り育んでいくことができる人材を

養成する。 

●大学の概要 

名称 
静岡県立農林環境専門職大学 

 

静岡県立農林環境専門職大学短

期大学部 

修業年限 ４年 ２年 

位置 静岡県磐田市富丘(４年制大学に短期大学を併設） 

開学年月日 令和２年４月１日 

養成人材 
農林業経営のプロフェッショナ

ル 

農林業生産のプロフェッショナ

ル 

学部等 

生産環境経営学部生産環境経営

学科 

(入学定員 24 人/収容定員 96 人) 

生産科学科 

(入学定員 100 人/収容定員 200

人) 

 

●今後の予定・方向性 

専門職大学を円滑に運営し、教育研究内容の充実に努める。 

イメージ図   

 

 

 

 

 

 

 

（新校舎 R3.4 供用開始）         
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４（２）①【雇用労力確保支援】 

取組事例 農業経営の労働条件・キャリアパス整備に関する支援（新） 

機関名 静岡県 

取組内容 ●規模拡大を志向する農業経営体の主力従業員の確保・定着を推進するため、令和

６年５月９日に「静岡県雇用労力確保推進協議会」を設立し、労働条件・キャリ

アパスの整備などを支援。 

 

●同協議会が策定した「働きやすい環境づくり計画」に基づき、下記の取組みを実

施。 

項目 内容 

１就業条件改善等の取

組 

・人事評価制度マニュアルの作成 

・人事評価制度の整備に関する専門家の個別指導（６

経営体実施） 

２働きやすい労働環境

づくりの取組 

・農業に活かせる人事評価制度や、従業員の能力やモ

チベーションの引き出し方等をテーマに年間３回

の研修会を開催予定 

 ※ 第一回（10/7 開催）75 名参加 

３就労条件を改善して

労働力確保につなげ

るための取組 

・協議会構成員が新規労働力を確保するため就農希

望者向けのイベント（合同就職相談会）に年２回出

展予定 

 

●今後の予定・方向性 

働きやすい環境づくり計画に基づき、支援を継続していく。 

イメージ図   

   

 

 

 

 

 

 

（人事評価制度に関する専門家の個別指導）   （第一回研修会の様子） 
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４（２）①【女性活躍推進】 

取組事例 農業分野における女性リーダーや経営者の育成（新） 

機関名 静岡県 

取組内容 ●農業分野での女性リーダーや経営者を育てるため、スキルアップセミナーを開

催。内容は、販路開拓や商品開発のノウハウ、SNS 活用法、先輩訪問など。全５

回、参加者 28 名。 

●参加者同士の交流により、女性農業者同士の横のつながりをつくる。 

 日にち 内容 

第１回 2024/10/4 
・キャリアプランニングの手法 

・プレゼン企画立案 

第２回 2024/11/1 
・アサーティブコミュニケーション 

・ロジカルに話せるこつ 

第３回 2024/11/26 
・女性が活躍する農業経営体の現地視察 

【視察先】浜松（柑橘）・御前崎（イチゴ） 

第４回 2024/12/16 
・農作物の販路開拓などのノウハウや事例 

・商品開発、SNS 活用法 

第５回 2025/1/28 
・コーチングスキル 

・ステップアップセミナーの成果発表 

 

●今後の予定・方向性 

女性農業者が活躍できるよう、支援を継続していく。 

 

イメージ図  

 

 

  

セミナーの様子 
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５．快適・安全安⼼な⽣活環境実現プロジェクト 

５（１）【次世代交通システムの導入に向けた実証実験や研究開発支援等】 

取組事例 岐阜県自動運転社会実装推進調査（新） 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●乗合バス事業者の運転手が不足する等の理由により、地域の公共交通サービスが

縮小する中、地域公共交通の維持確保を図るため、自動運転の導入に向けた取組

みを推進。 

●今年度は、東濃地域（多治見市、瑞浪市、恵那市、土岐市）及び下呂市における

自動運転の導入に向けて、想定される課題の調査を実施。 

＜令和６年度に実施した課題調査＞ 

①先行事例の収集整理：全国事例から対象地域と類似するものを抽出 

②自動運転実装に向けた課題の検討：対象地域の課題の整理と解消の可能性を検討 

③リスクアセスメント実施／検証：危機回避のシミュレーション及び事故デー

タを用いたリスク調査 

④利用者・観光客アンケート：収益性・自動運転の受容性を調査 

⑤自動運転実装に向けた体制構築：関連事業者等への参画可能性調査 

⑥ロードマップの作成：今後４年程度の自動運転導入に向けた取組予定の作成 

 

 

●今後の予定・方向性 

上記ロードマップに基づき、令和７年度以降は各市が主体となりルートごとに実

証実験等の自動運転導入に向けた取組みを実施 

 

イメージ図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



54 

５（２）【効率的・効果的な交通事故対策】 

取組事例 高齢者に対する効率歴・効果的な交通事故対策の実施 

機関名 愛知県 

取組内容 ●昨年、県内における道路横断中の交通事故死者数 41 人のうち、高齢者が 29 人

と約７割を占め、本年も昨年以上に高い割合で高齢者が亡くなっている状況を踏

まえ、令和６年６月３日から同年７月 19 日までの間、65 歳以上の高齢者 620 人

を対象とした、県下初となる道路横断に関する大規模な意識調査を実施。 

  調査の結果、横断の危険性については、約７割の高齢者が「注意すれば良い」、

「いつも横断しているから大丈夫」といった認識であり、大半の高齢者は道路を

横断することに危険を感じていないことが判明した。 

 この結果を踏まえ、横断歩道の利用と危険な横断の禁止を呼び掛けるとともに歩

行速度や接近する車両に対する横断可否の判断等を検証するため、令和６年 10

月 14 日、運転免許試験場自動車コースにおいて、横断歩道を想定して横断トレ

ーナー等を使用した検証実験を実施。  

 実験の結果、高齢者は成人に比べ横断平均時間が約 1.5 倍程度長くかかり、成人

より横断時間を要すること、また、斜め横断が通常横断より時間がかかることが

判明。 

同実験結果は、交通事故防止のポイントを取り入れた動画作成により、県警公式

YouTube チャンネルへ投稿するなどして、交通安全啓発に活用しているところ

である。 

  実験に参加した高齢者からは、「歩幅が狭いので、若い時のように渡れるという

意識で横断すると危ないことが分かった。」「知り合いの高齢者にも実験結果を

伝えたい。」等の意見が聞かれ、道路横断に対する安全意識の醸成に繋がる結果

となった。。 

 

●今後の予定・方向性 

今後も高齢者人口が増加することを鑑み、高齢者の交通事故抑止に資する交通安

全教育を継続して推進していく。  

イメージ図 

   
    実証実験の様子       実験をとりまとめた動画 
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５（２）【効率的・効果的な交通事故対策】 

取組事例 
三重県交通安全研修センターにおいて、幼児から高齢者までの幅広い県民を対象と

した参加・体験・実践型の交通安全教育の実施 

機関名 三重県 

取組内容 ●交通事故から身を守る理論（知識）を実践に結びつける能力（技能）を高めるた

め、幼児から高齢者まですべての年代の県民を対象に、運転者や歩行者向けのシ

ミュレーターを活用した体験、屋外研修コースなど施設の強みを生かしながら、

対象者ごとのプログラムを基に、参加・体験・実践型の交通安全教育を実施。 

●交通安全教育を地域等に根付かせていくため、地域や職域で活動する交通安全教

育指導者を体系的・継続的に養成。 

 

●今後の予定・方向性 

利用者増加に向け、道路交通法改正や交通事故情勢を踏まえ、カリキュラムの充

実を図る。 

「三重県交通安全研修センター」ホームページサイト 

http://www.safetyplaza-mie.com/ 

イメージ図 電動キックボード体験研修 
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５（２）【サイバー空間における安全性の確保】 

取組事例 サイバー空間の脅威への適切な対処 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県警におけるサイバー事案対処能力の向上を図るため、警察職員を高度な IT

関連技術を有する民間企業等へ派遣するとともに、学術機関においてデータサイ

エンス等の専門分野科目の講義を受講させている。 

 本年度は３名を民間企業へ派遣し、１名に大学の講義を受講させた。。 

 

●今後の予定・方向性 

サイバー空間の安全性の確保のため、上記内容を含めた職員の能力向上に資する

取組を継続して実施する。 

イメージ図  
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基本方針４ 安全・安⼼で環境と共⽣した中部圏形成 

 
 

６．中部・北陸圏強靱化プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ 中部・北陸圏強靱化プロジェクトに向けた取組みとして、「南海トラフ地震や大規模自然災害な

どへの備え」「ネットワークの多重性・代替性の確保」「地域防災力強化、広域連携支援体制強

化、ものづくり産業の防災力強化」「大規模被災時における早期復旧・復興を図るための体制・

基盤の整備」に関する取組みが、積極的に進められている。 

⚫ 「南海トラフ地震への備え」では、「総合的な防災・減災対策」として有事に備えた防災・減災

対策と平時の産業振興・地域活性化を両立した地域づくりが進められている。 

⚫ 「頻発・激甚化する自然災害への対応」では、「水防災意識社会の再構築」として、流域治水の

取組が進められている。また、「津波や高潮等に対する防災力の強化」として、ゼロメートル地

帯における浸水対策を備えた広域的な防災活動拠点を整備した他、四日市港海岸について海岸

保全施設の嵩上げ、液状化対策のための整備を実施した。さらに、「大規模災害時の後方支援を

担う新たな防災拠点の確保」として、愛知県基幹的広域防災拠点の整備を実施した。 

⚫ 「都市の防災・災害対策の推進」では、「都市再生安全確保計画等の作成」として、第 3 次名古

屋駅周辺地区都市再生安全確保計画（改定版）、伏見・栄地区都市再生安全確保計画、金山周辺

地区エリア防災計画の一部変更を実施した。 

⚫ 「ネットワークの多重性・代替性の確保」として、愛知県において各種インフラの防災・減災

対策、老朽化対策を積極的に進めており、これらの対策の効果事例を紹介した。 

⚫ 「自助・共助による地域防災力の向上」では、「地域の防災リーダーなどの人材育成」として、

基本方針４ 安全・安心で環境と共生した中部圏形成

災害に対して粘り強くしなやかな国土の構築

・南海トラフ地震に備えた強靱な国土の構築
・頻発・激甚化する自然災害への対応
・都市の防災・災害対策の推進
・ものづくり産業の防災力強化
・広域的な連携による支援体制の強化
・      の多重性・代替性確保、並びに首都圏の        体制の強化
・地域防災力の向上

環境と共生した持続可能な地域づくり

・健全な水循環、総合的な土砂管理による循環型国土の構築
・物質循環の安定確保による地域循環圏の形成
・森林や農地の整備・保全

国土の適切な保全

・インフラの戦略的なメンテナンスの推進
・インフラの戦略的な活用（賢く使う）

・民間活力の活用
・地域の守り手としての建設業の強化、担い手の育成・確保

インフラの維持・整備・活用

・自然環境の保全・再生、環境と調和した美しい景観・国土づくり
・持続可能な都市・地域づくり

【計画策定時の具体的方策】

・南海   地震対策中部圏戦略会議
・伊勢湾港湾広域防災協議会
・東海         高潮洪水地域協議会
・高潮堤防、海岸堤防、防波堤 防潮堤、都市河川
・建築物耐震・不燃化、無電柱化、密集市街地対策、地籍調査
・東西軸・南北軸・環状軸基幹      強化
・自助 共助、大規模な広域防災拠点等整備、災害支援体制強化

・中部山岳（     保護増殖事業計画）、生物多様性の確保
（東山の森づくり）

・木曽三川流域自治体連携会議による流域連携の推進
・伊豆半島       ・富士山､美しい風土風景、日本風景街道
・低炭素社会、大気環境保全、ＥＳＤ    世界会議の成果展開

・    長寿命化計画、老朽化 耐震化対策、予防保全
・中部圏    用ロボット       、     技術開発
・    ＩＣ、          、ＥＴＣ2.0、        
・PPP/PFI       方式（有料道路事業､上下水道､空港等）

・i-Construction （情報化・省力化・平準化）
 けんせつ未来懇話会、建設担い手育成      協議会
・岐阜大学社会基盤ME養成講座、      人材育成
・建設現場環境整備、女性 若手技術者育成

【計画策定時の主な取組事例】

南海トラフ地震など大規模自然災害への備え

太平洋・日本海２面活用型国土構築
・大規模災害、早期復旧復興のための体制・基盤整備
・太平洋-日本海広域企業間BCP

6.中部・北陸圏強靱化 プロジェクト

・伊勢湾再生推進会議、産学官民連携、排出汚濁負荷削減
・干潟 浅場保全再生
・砂防堰堤等の整備、既存   再開発 改良
・産業廃棄物適正処理、海面処分場整備
・森林環境税活用、農業・農地共同活動支援
・国土保全、ニホンジカなど有害鳥獣対策

8.インフラ戦略的維持管理プロジェクト

7.環境共生・国土保全 プロジェクト
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防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」を開催するとともに、一部の研修は対面に加えオン

ラインによる研修も開催した。 

⚫ 「広域的な連携による災害支援体制の構築」では、「災害時応援体制の強化」として、岐阜県に

おいて大規模災害時に被災市町村の災害対策全般をサポートする「災害マネジメント支援職員」

の選抜及び養成を行った。 

 

 

７．環境共⽣・国⼟保全プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ 環境共生・国土保全プロジェクトに向けた取組みとして、「自然環境との共生」「環境負荷低減、

持続可能な社会の形成」「国土保全」に関する取組みが、積極的に進められている。 

⚫ 「低炭素型社会の推進」では、「低炭素型社会の構築」として、"水循環"をキーワードに、流域

が一体となり、カーボンニュートラルの実現を目指す「矢作川・豊川ＣＮプロジェクト」を推

進している他、田子の浦港において法定協議会が設立され、港湾脱炭素化推進計画の策定に向

けた検討が進められている。 

⚫ 「持続可能な社会を支える担い手づくり」では、「持続可能な地域づくりの担い手育成」として、

「あいち環境学習プラザ」において、ハンズオン展示やタブレット端末を使った環境学習が行

われた。 

 

 

８．インフラ戦略的維持管理プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ インフラ戦略的維持管理プロジェクトに向けた取組みとして、「インフラの戦略的なメンテナン

ス、活用」「地域の守り手としての建設業の強化、担い手の確保・育成」に関する取組みが、積

極的に進められている。 

⚫ 「インフラの戦略的な活用」では、「スマートインフラの整備」として、技術開発・遠隔操作 RTG

の導入による荷役効率の向上が進められている。 

⚫ 「民間活力の活用」では、「民間事業者による運営事業の実施」として、運営権者に求める要求

水準の充足及び運営権者の経営健全性を確認するためのモニタリングや、Park-PFI を活用した

県営都市公園の魅力向上、老朽化した県営住宅の建て替えのため民間事業者と特定事業契約を

締結し事業進捗に取り組んでいる。 

⚫ 「地域の守り手としての建設業の強化、担い手の確保・育成」では、「建設業における生産性の

向上」として、将来的な建設業の担い手不足が懸念される中、建設現場の生産性向上のため、

「ＩＣＴを活用したモデル工事」を実施した。 
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■コラム（取組例） 

６．中部・北陸圏強靱化プロジェクト 

６－１（１）①【総合的な防災・減災対策】 

取組事例 “ふじのくに”のフロンティアを拓く取組 

機関名 静岡県 

取組内容 ●有事に備えた防災・減災対策と平時の産業振興・地域活性化を両立した地域づく  

 り 

●「フロンティア推進区域（以下「推進区域」）」に加えて、令和元年度から、広

域的な圏域づくりの先導的モデル構築の取組である「フロンティア推進エリア

（以下「推進エリア」）」、令和４年度から、環境と社会経済の両立を目指した

圏域づくりの取組である「フロンティア地域循環共生圏（以下「地域循環共生

圏」）」の認定制度を設け、市町の施策を支援 

●地域活性化総合特区の指定を受けて、国に規制の特例措置等を求める「国と地方

の協議」や設備投資等への利子補給金制度を活用 

●進捗・効果（令和６年３月末時点） 

・県内 34 市町で展開する 72 の推進区域のうち、60 区域で事業が完了 

・推進エリアについては、22 市町で 13 エリアが認定され取組が展開 

・地域循環共生圏については、14 市町５圏域が認定 

 

●今後の予定・方向性 

推進区域の早期完了、推進エリア及び地域循環共生圏の形成促進 

イメージ図 

 



60 

６－１（１）②【水防災意識社会の再構築】 

取組事例 「流域治水」の推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●流域治水プロジェクトの策定 

・５か年加速化対策など事前防災の加速化・深化に加え、地域特性に応じた減災

対策を推進するため、河川整備を重点的に進める水系を対象に、ハード・ソフ

ト一体となった多層的な取り組みの全体像を「流域治水プロジェクト」として

示す。 

・令和５年度末までに 41 水系（一級６水系、二級 35 水系）においてプロジェク

トを策定した。 

・令和６年度は、策定したプロジェクトについて、協議会において進捗管理を行

う。 

 

●水災害対策プランの策定 

・静岡県内で、特に浸水被害が頻発する 21 地区を対象に浸水被害の軽減を図るた

め、県独自の取組として、流域治水の考え方を取り入れた「水災害対策プラ

ン」の策定を進めている。 

・令和５年度末までに９地区において、プランを策定した。 

・令和６年度は、残る 12 地区について、現在、各々の関係者が実施する個別メニ

ューのプランへの位置づけを調整しており、それを踏まえて順次プランを策

定・公表する。 

 

●今後の予定・方向性 

・実効性のある取組となるよう、それぞれの計画策定後も、協議会において関係

者間の情報共有や対策の進捗管理を行い、浸水被害軽減策を推進する。 
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イメージ図 
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６－１（１）②【津波や高潮等に対する防災力の強化】 

取組事例 ゼロメートル地帯における浸水対策を備えた広域的な防災活動拠点整備 

機関名 愛知県 

取組内容 ●南海トラフ地震の発生に伴う堤防の破堤や津波により既存の防災活動拠点が浸

水し、救出救助活動に支障を来すおそれがあるゼロメートル地帯において、浸水

対策を備えた広域的な防災活動拠点を整備。 

●１か所目の拠点（木曽三川下流域①）の運用、２か所目の拠点（西三河南部）の

仕上工事及び供用開始、３か所目の拠点（木曽三川下流域②）の建築工事を実施

し、４か所目の拠点（東三河南部）の実施設計等を実施。 

イメージ図 ・木曽三川下流域① 愛西市：旧永和荘跡地の空撮写真 
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６－１（１）②【津波や高潮等に対する防災力の強化】 

取組事例 四日市港海岸の海岸保全施設改良（新） 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●四日市港海岸（石原地区・塩浜地区）について、発生確率の高い津波（L1 津波）

や高潮（伊勢湾台風クラス）から背後地を防護することを目的とした、海岸保全

施設（護岸・胸壁・樋門・陸閘）の嵩上げ、液状化対策のための整備を実施。 

 

●効果や進捗 

令和 6 年度より事業着手。 

 

●今後の予定 

引き続き整備（調査、設計、工事等）に取り組む。 

イメージ図  

 

 

 

  

整備前 

整備後 

四日市港海岸 対象地区と整備イメージ 

事業対象地区 整備イメージ例（胸壁） 
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６－１（１）②【大規模災害時の後方支援を担う新たな防災拠点の確保】 

取組事例 愛知県基幹的広域防災拠点の整備 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県基幹的広域防災拠点について、第１期分を消防学校、第２期分を防災公園

として事業単位を分け、事業費の検証やマーケットサウンディングを進め、第１

期については 2028 年度内、第２期については 2029 年度上半期までの完成を目

指すこととして、整備を進める。 

●ＰＦＩアドバイザリー業務等を行うともに、国を始めとする関係機関等との調整

を進める。 

●政府の現地対策本部として整備が行われた三の丸地区、海上輸送を担う名古屋港

について、国による基幹的広域防災拠点の整備が早急に進められるよう、国への

働きかけ等の取組を推進する。 

 

イメージ図 ・愛知県基幹的広域防災拠点の概要 

 

 

 

  

○「空港・高速道路」のダブルアクセス性を確保

○本部機能として「24時間危機管理体制」を確保

愛知県・名古屋市の「消防学校の共同設置」

○「支援要員」のベースキャンプ機能を確保

○「緊急支援物資」の備蓄と中継・分配機能を確保

○広域医療搬送拠点臨時医療施設(SCU)を設置

○中部圏の「基幹的な拠点」としても貢献

全国から受援 各地へ供給

人
的
支
援

物
的
支
援

愛知県

基幹的広域

防災拠点

支援部隊の
ベースキャンプ機能

支援物資の
集積・中継・分配

機能

自 衛 隊

消 防

警 察

TEC-FORCE

ＤＭＡＴ

資 機 材

緊急支援物資

地域の

防災活動拠点

被災地域

拠点指揮運用機能

基本方針

「県土全体の災害対応力」の強化が急務 『南海トラフ応急対策活動計画』

（内閣府）に基づき、

”愛知県全域”を対象とした「後方支援機能」を確保

規模 19.2㏊

豊山町エリア

（避難所等）

「豊山町エリア」は、豊山町において計画

平常時は、「消防学校」、

「公園」として活用

災害時のレイアウト
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６－１（１）③【都市再生安全確保計画の作成】 

取組事例 都市再生安全確保計画等の作成 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●第 3 次名古屋駅周辺地区都市再生安全確保計画（改定版）の一部変更 

・令和 6 年 7 月に名古屋駅周辺地区安全確保計画部会を書面開催 

・一時退避場所及び退避施設の追加 

 

●伏見・栄地区都市再生安全確保計画の一部変更 

・令和７年３月に伏見・栄地区都市再生安全確保計画部会を開催 

・一時退避場所及び退避施設の追加 

 

●金山駅周辺地区エリア防災計画の一部変更 

・令和７年２月に金山駅周辺地区帰宅困難者対策協議会を開催 

・退避施設の追加 

 

●都市再生安全確保計画等の周知・啓発 

・退避施設協議等の際、計画を周知 

・イベント等において、一斉帰宅抑制について啓発を実施 

 

●退避施設等の拡充協議 

・一時退避場所及び退避施設の拡充に向け、民間事業者等との協議を実施 

 

●帰宅困難者対策訓練の実施 

・退避施設管理者等を対象として、退避施設の開設訓練を実施 

イメージ図  

   

 

 

  

帰宅困難者対策訓練の様子 
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６－１（２）【ネットワークの多重性・代替性の確保】 

６－２（１）【大規模被災時における早期復旧・復興を図るための体制・基盤の整備】 

８（１）【インフラの戦略的なメンテナンス、活用】 

取組事例 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」効果事例集 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県において、「防災・減災、国土強靱化のための 5 か年加速化対策」により

各種インフラの防災・減災対策、老朽化対策を積極的に進めており、これらの対

策の効果事例を紹介している。 

イメージ図 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kensetsu-kikaku/resilience2023.html 
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６－１（３）①【地域の防災リーダーなどの人材育成】 

取組事例 防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」の開催 

機関名 愛知県 

取組内容 ●南海トラフ地震などの大規模災害に備え、防災意識の向上と防災リーダーの育成

を図るため、平成 24 年度に行政、事業者団体、地域団体、ボランティア団体等

で構成するあいち防災協働社会推進協議会が、名古屋大学、防災のための愛知県

ボランティア連絡会及びなごや災害ボランティア連絡会等と連携し、一般県民を

対象に防災人材育成研修「防災・減災カレッジ」を開設。 

 

●一部の研修は対面に加えオンラインによる研修も開催し、前期講座は延べ 1,513

名が受講し、後期講座においては延べ 1,179 名が受講した。 

イメージ図 
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６－１（３）②【災害時応援体制の強化】 

取組事例 「災害マネジメント支援職員」の選抜及び養成 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●熊本地震では市町村職員の大半が避難所運営に追われ、災害対策本部の機能が十

分に発揮できない課題があった。そのため、平成 30 年 3 月に大規模災害時に被

災市町村の災害対策全般をサポートする「災害マネジメント支援職員」を県から

派遣する仕組みを設け、「岐阜県及び市町村災害時相互応援協定」に位置づけた。 

●危機管理部経験者から、災害対応や市町村派遣の経験がある職員を選抜し、指揮

統制や災害救助法の適用等の必要な研修を実施してリスト化。 

●これまで毎年度 42 人の職員をリスト化することを目標としてきたが、災害の長

期化への対応等のため、令和６年度からは 100 人を確保するよう目標を変更。加

えて、その対象を災害対応の経験がある市町村の職員にも拡充。。 

 

●今後の予定・方向性 

毎年の職員確保と市町村支援に必要な知識を得るための効果的な研修を実施し

ていく。 

イメージ図 
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７．環境共⽣・国⼟保全プロジェクト 

７（２）①【低炭素型社会の構築】 

取組事例 矢作川・豊川ＣＮプロジェクトの推進（新） 

機関名 愛知県 

取組内容 ●矢作川流域・豊川流域をモデルケースとして、"水循環"をキーワードに、流域が

一体となり、カーボンニュートラルの実現を目指す「矢作川・豊川ＣＮプロジェ

クト」を推進。 

●水のエネルギーの最大限の活用、河川、上下水道など水インフラの空間を活用し

た再生可能エネルギーの創出、上下水道施設を中心とした水インフラにおける徹

底的な省エネ、水源林である森林の保全、木材利用の促進など、様々な施策を官

民連携で分野横断的に推進。 

●令和６年度は、水インフラの空間をフィールドとした民間の技術開発の支援を開

始。提案のあった１９件の実証実験に順次着手予定。 

●知事を会長とし、国、市、経済界、有識者で構成する「矢作川・豊川ＣＮ推進協

議会」を開催して総合的なマネジメントを行うとともに、取組状況を全国に向け

て発信。 

イメージ図 

 

水環境とカーボンニュートラル 

 

 

矢作川・豊川カーボンニュートラルプロジェクトのロゴマーク 
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７（２）①【低炭素型社会の構築】 

取組事例 カーボンニュートラルポート形成に向けた検討 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●国土交通省では、世界的な脱炭素化への動きや政府方針等を踏まえ、我が国の輸

出入の 99.6％を取り扱い、CO2 排出量の約 6 割を占める産業の多くが立地する

港湾において、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて「カーボンニュ

ートラルポート（CNP）」を形成し、我が国全体の脱炭素化社会の実現に貢献し

ていくこととしている。 

●管内各港では港湾管理者や地元自治体、民間事業者等の参画を得て、CNP 形成

に向けた検討が進められてきており、令和 4 年 12 月に施行された改正港湾法に

基づき法定計画となる港湾脱炭素化促進計画の策定・公表が進められている。 

●今年度は田子の浦港において法定協議会が設立され、港湾脱炭素化推進計画の策

定に向けた検討が進められている。 

 

●今後の予定・方向性 

引き続き、各港の港湾脱炭素化推進協議会に参加し、港湾管理者や地元自治体、

民間事業者等と連携しながら関係者間で検討を進めていく。 

イメージ図 
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７（２）③【持続可能な地域づくりの担い手育成】 

取組事例 「あいち環境学習プラザ」における環境学習 

機関名 愛知県 

取組内容 ●本県の環境学習の拠点である「あいち環境学習プラザ」では、ハンズオン展示や

タブレット端末を使った学習により、遊びながら楽しく環境について学べるほ

か、公共施設で全国トップクラスの ZEB（ゼブ）を支える新エネ・省エネ設備や、

本物の環境分析現場の見学等、施設の特色を生かした環境学習ができる。また、

学習指導要領に沿った環境学習講座も用意し、学校の社会見学等にも利用でき

る。 

令和６年度は以下のとおり環境学習等を実施した。 

社会見学等団体受入れ 72 団体 

社会見学等団体受入時における環境学習講座 48 回 

夏休み等環境学習講座 25 回 

中高年・シニア世代の「あいち eco ティーチャー」派遣による

環境学習講座 

60 回 

 

●今後の予定・方向性 

 環境学習の拠点施設として「行動する人づくり」を推進していく。 

イメージ図 タブレット学習の様子・環境学習講座の様子  
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８．インフラ戦略的維持管理プロジェクト 

８（１）②【スマートインフラの整備】 

取組事例 技術開発・遠隔操作 RTG の導入による荷役効率の向上 

機関名 中部地方整備局 

取組内容 ●国土交通省は「港湾技術開発制度」における技術開発課題の公募（第 2 回）にて、

名古屋港飛島ふ頭南側コンテナターミナルでの「荷役機器等の作業状況を踏まえ

た荷役指示最適化に関する技術開発」が新規採択。 

 

●名古屋港及び清水港は遠隔操作 RTG の導入を進めている。名古屋港は令和 5 年

度末に完了。 

 

●今後の予定・方向性 

・「荷役機器等の作業状況を踏まえた荷役指示最適化に関する技術開発」は令和

6 年度～令和 8 年度に荷役機器の作業指示を一括して行うシステムを開発予

定。 

・清水港は遠隔操作 RTG の導入を進めている。 

イメージ図 荷役機器の作業指示を一括して行うシステムの概念図 

 

出典：飛島コンテナ埠頭株式会社 

（https://www.tcb-terminal.co.jp/news_web/2024003.html） 
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名古屋港の遠隔操作 RTG 

 

名古屋ユナイテッドコンテナターミナル株式会社より提供 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 運営権者による適切な業務履行の確保 

機関名 静岡県 

取組内容 ●運営権者に求める要求水準の充足及び運営権者の経営健全性を確認するため、令

和６年度上半期にモニタリングを実施した。 

評価結果 

対 象 モニタリングの観点 評価結果 

要 求 水

準 の 充

足 

要求水準を充足し、安全・

安心な空港運営や適切な

施設の維持管理、サービ

ス向上に取り組んでいる

か 

新型コロナウイルス感染症の５類移行

後も国際線の回復が遅れるなど、厳し

い環境が続いているが、各事業を適切

に実施している。 

経 営 

各種の財務指標が妥当で

あり、適切な経営を行っ

ているか 

コロナ禍の影響を受け、国際線の復便

が計画より遅れたこと等により、赤字

が継続しており、収入の多角化等も含

め、経営状況について注視していく必

要がある。厳しい経営状況であるが、

借入は行わず、運転資金は確保されて

おり、当面の事業の継続性に問題はな

い。 

更 新 投

資 

要求水準を充足し、計画

に基づき適切に更新投資

を実施しているか 

必要性を検討しながら、更新投資を適

切に実施している。 

任 意 事

業 

要求水準を充足し、提案

内容の実現に向けて取り

組んでいるか 

県と連携し、カーボンニュートラルに

向けた取組を行っている。 

 

●今後の予定・方向性 

運営権者によるセルフモニタリング結果や年間業務報告書を基に、要求水準を充

足し、安全・安心な空港運営や適切な施設の維持管理、サービス向上に取り組ん

でいるか、適切な経営を行っているか等を引き続き確認・評価していく。 

 

イメージ図  
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 Park-PFI を活用した県営都市公園の魅力向上 

機関名 愛知県 

取組内容 ●小幡緑地において、2021 年４月に、愛知県として初めて Park-PFI を活用して民

間活力を導入した施設であるレストラン、バーベキューサイト及びキャンプサイ

トを有する「オバッタベッタ」をオープン。 

●大高緑地はじめ６公園において、民間活力を導入するための取組を推進するた

め、2021 年度にマーケットサウンディングを実施。 

●大高緑地プール跡地において、2021 年度にマーケットサウンディングを実施し、

2022 年度に Park-PFI を活用した民間活力導入施設の公募を実施したが、2023

年 6 月に公募不調となる。今後は再公募の可能性について検討を進める。 

●あいち健康の森公園において、2024 年 2 月に Park-PFI を活用した民間活力を

導入した公園施設の公募を実施し、2024 年 9 月に事業者を決定。2026 年の施設

オープンに向けて事業を進める。 

●今後の予定・方向性 

 その他県営公園については、継続して民間活力導入に向けた取組を進める。 

イメージ図 

 

オバッタベッタ（小幡緑地） レストラン「マメボシ」 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 愛知県営東高森台住宅 PFI 方式整備事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●老朽化した県営東高森台住宅の建替えのため、令和５年 12 月に民間事業者と特

定事業契約を締結し、１棟の住宅の設計・建設等を実施する。 

●進捗 

Ａ棟は令和７年１月に建設工事着手予定。 

 

●今後の予定・方向性 

 引き続き、事業進捗に取組む。 

イメージ図 

提案時点のイメージ図 
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８（２）【建設業における生産性の向上】 

取組事例 ＩＣＴを活用したモデル工事の実施 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●将来的な建設業の担い手不足が懸念される中、建設現場の生産性向上のため、「Ｉ

ＣＴを活用したモデル工事」を実施。 

●県土整備部及び都市建築部発注工事の内 1,000ｍ3 以上の土工を含む工事を「発注

者指定型」、500ｍ3 以上 1,000ｍ3 未満の土工、2,000ｍ2 以上の路盤工を含む工

事を「施工者希望型」により発注することを原則としている。 

●その他の工事であっても、受注者からの申し入れ等があった場合は、受発注者の協

議によりモデル工事として適用することで、同制度の普及を推進。 

●対象工種の追加 

 土工（小規模施工）の側壁工（暗渠工）、暗渠工、構造物工の橋梁上部工 

イメージ図 

 

 

 

  

県では、将来的な建設業の担い手不足が懸念される中、建設現場の生産性向上のため、平成２９年度より
「ＩＣＴを活⽤したモデル工事」を実施している。
モデル工事の実施にあたって、1,000㎥以上の土工を含むものについては「発注者指定型」とし、500㎥以上1,000㎥

未満の土工、2,000㎡以上の路盤工を含むものについては、「施工者希望型」として発注している。
さらに、その他の工事であっても受注者からの「申入れ」があった場合は、協議によりモデル工事として適⽤している。

＜対象工事＞
県土整備部及び都市建築部の各機関が発注する建設工事で、
1,000m3以上の土工、土工（小規模施工）、2,000m2以上の舗装工（路盤工）、舗装修繕工(切削工）、河川浚渫工、法面工、
現場吹付法枠工、地盤改良工、ICT土工と併せて施工する付帯構造物設置・作業土工（床掘）、
構造物工（橋台・橋脚）、基礎工及び擁壁工とする。

＜モデル工事の条件＞
以下に示す①～⑤の施工プロセスのうち、
全てもしくは一部においてＩＣＴを活⽤する工事。
① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ＩＣＴ建設機械による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品
※施工プロセスの活⽤区分は（別表１）のとおり

＜経費の計上＞
・「ＩＣＴ活⽤工事積算要領(岐阜県県土整備部)」に基づき、
工事発注時や変更契約時に必要な経費を計上する。

・3次元出来形管理等の施工管理および
3次元データの納品に係る経費については、
必要に応じ共通仮設費および現場管理費を補正し、計上する。

＜工事成績評定における加点＞
・創意工夫の一項目として２点加点する。

ＩＣＴを活用したモデル工事の実施

令和７年２月１日改定

発注者指定型 施工者希望型 その他 合 計

平成29年度 ４件 １２件 ２件 １８件

平成30年度 ９件 １８件 ５件 ３２件

令和元年度 １１件 １５件 ６件 ３２件

令和２年度 ２６件 １３件 ７件 ４６件

令和３年度 ４４件 ４件 ２３件 ７１件

令和４年度 ５１件 １０件 ２３件 ８４件

令和５年度 ９８件 ８件 １３件 １１９件

令和６年度

（１２月末）
５０件 １８件 ６件 ７４件

● ：経費を計上する。
▲ ：３次元出来形管理等の施

工管理方法により、運用や
費用計上の方法が異なる
ため、詳しくは 「ＩＣＴ活用工
事積算要領」を参照してくだ
さい。

○ ：経費を計上しない
注1)：区分７は舗装修繕工のみ

適用

別表１）　ＩＣＴの活用区分について

区　分 区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6 区分7

①３次元起工測量 ● ● ● ●

②３次元設計データ作成 ● ● ● ● ● ● ●

③ＩＣＴ建設機械による施工 ● ● ● ●

④３次元出来形管理等の施工管理 ▲ ▲ ▲ ▲

⑤３次元データの納品 ▲ ◯ ▲ ◯ ▲ ▲ ○
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基本方針５ ⼈材育成と共助社会の形成 

 
 

９．すべての⼈が輝く「ひとづくり」プロジェクト 

【令和 6年度取組の概要】 

○ すべての人が輝く「ひとづくり」プロジェクトに向けた取組として、「多様な人材を育て活躍で

きる社会～地域社会の連携による人材の育成・確保～」「女性活躍社会～多様なライフスタイル

の実現・人材育成～」「高齢者参画社会～健康長寿を伸ばし生き生きと活躍できる社会～」「障

がい者共生社会～誰もが社会参画し能力を最大限発揮し得る社会～」「多文化共生社会～多国籍

外国人が安全・安心に働き、暮らせる社会～」に関する取組が、積極的に進められている。 

⚫ 「多様な人材を育て活躍できる社会～地域社会の連携による人材の育成・確保～」では、「地域

に愛着を持ち定着する人材の育成確保」として、これから居住地の選択を伴う転機を迎える若

年層を中心に、他の大都市圏に比べた愛知県の強みである「住みやすさ」について、ＰＲ事業

を実施した。また、「地域の魅力を体感できる実践的教育」として、地域に根差した独自の探求

的な学びの取組が行われた。 

⚫ 「女性活躍社会～多様なライフスタイルの実現・人材育成～」では、「多様なワークスタイルの

実現に向けた環境整備」「テレワークの誘致」として、ワーケーション等のワンストップ窓口で

ある「静岡県中部テレワークコンシェルジュ」において、地域の受皿の掘り起こし及び連携強

化と受入れ体制の構築を図り、ワーケーションの普及を推進している。また、「女性管理職登用

拡大支援事業費」として、岐阜県内中小企業に女性活躍推進アドバイザーを派遣し、企業の個

別課題に応じたコンサルティングを実施するとともに、女性のキャリア形成等を目的とした企

基本方針５ 人材育成と共助社会の形成

中部圏を支える人材の育成と確保

・高度人材、グローバルに活躍する人材
・地域社会の連携による人材の育成・確保

全ての人々が参画する社会の形成

・地域産業活性化（雇用）、空き家対策、ＵＩＪターン取り込み、
郷土愛の醸成

・医療・介護・育児施設充実、若者や子育て世帯向け住宅供給、
コミュニティ再生

誰もが愛着と憧れを持ち、働き住み続けたくなる地域づくり

医療・介護、福祉における安心な暮らしの確保

・医療・介護サービス充実、地域包括ケアシステム、住宅・福祉
政策連携、予防医療、高齢者見守り

・日本版CCRC

・女性活躍社会 ～多様なライフスタイルの実現・人材育成～

・高齢者参画社会 ～健康長寿を伸ばし生き生きと活躍できる社会～

・障害者共生社会 ～誰もが社会参画し能力を最大限発揮し得る社会～

・多文化共生社会 ～多国籍外国人が安心して働き、暮らせる社会～

・日常生活支援サービス産業の育成、ソーシャルビジネスの
起業、課題解決型NPOの育成

・多様な主体、活動の継続性、人材育成、資金調達・資金循環

10.新たな「つながり」社会構築 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

・「地域中小企業人材     事業」「なごや           事業」
・教育機関 企業連携、長期インターシップ、フィールド学習
・「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」（信州大

岐阜大、静岡大、三重大）、地域・大学連携､地域人材の育成

・「住みよい信州＊わーく プロジェクト」、多様な       
・「新         経営企業100選」、「ものづくり女子の活躍応援サイ

ト」、女性 多様な人材活用
・「岐阜県子育て支援      企業」「しずおか女子きらっ☆」

ワーク ライフ バランス
・男性の育児参画、イクメン、イクボス
・「人生二毛作社会」、「元気いきいき！         事業（静岡市）」
・「NPOしずおか       園芸      （浜松市）」、農福連携
・「外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するため

の憲章」（東海３県・名古屋市、静岡県、経済団体等）

・日常生活支援     産業 課題解決型NPO育成､           
起業支援

・中間支援組織「あいち      財団」「ふじのくに未来財団」
・             、                、CSR活動、      活動

【計画策定時の具体的方策】
【計画策定時の主な取組事例】

9.すべての人が輝く「ひとづくり」 プロジェクト

・「ふじのくにに住みかえる事業」「三河の山里なりわいづくり推進
事業」ＵＩＪ   、移住定住・起業就業支援

・保育環境整備、病児 病後児保育、潜在保育士支援
・住宅セーフティネット
・「空き家住宅適正管理促進事業（長野県）」、空き家再生
・「のき山学校（東栄町）」、廃校舎活用の交流拠点整備

・「健康   笑顔いっぱい推進事業（静岡市）」、地域包括      
・「地域包括  病床・訪問介護      整備（静岡県）」、

質の高い医療提供体制構築
・「信州ACE        推進事業」、健康長寿 健康づくり、予防医療
・「多世代まちなか・むらなか居住構想（長野県）」、日本版CCRC
・救急救命医療、        共同運行（富山県・岐阜県）

多様な主体による共助社会づくり
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業内研修に講師派遣を実施している。さらに、「ワーク・ライフ・バランス推進」として、愛知

県では「休み方改革」（休暇取得のあり方の見直し）を通じたワーク・ライフ・バランスの充実

と生産性向上による日本経済の活性化を目指し、あいち県民の日（11/27）・あいちウィークを

契機とした「休み方改革」の推進等の様々な取組を実施している。 

⚫ 「多文化共生社会～多国籍外国人が安全・安心に働き、暮らせる社会～」では、「生活に必要な

日本語学習にかかる支援」として、外国人県民の日本語学習の各種支援機能を担う拠点として、

「岐阜県日本語学習支援センター」を運営し、日本語教育人材の育成や地域日本語教室の支援

等を行っている。 

 

 

１０．新たな「つながり」社会構築プロジェクト 

 

【令和 6年度取組の概要】 

○ 新たな「つながり」社会構築プロジェクトに向けた取組みとして、「共助社会」「地域に愛着あ

るまちづくり・安心な暮らし」に関する取組みが、積極的に進められている。 

⚫ 「共助社会」では、「中間支援組織の取組」として、公共的活動を応援する寄附募集のウェブサ

イトを活用したＮＰＯ等の資金調達が行なわれた。また、「地域づくりの担い手やリーダーとな

る人材の育成・確保」として、あいち STEAM 能力育成事業が実施された。 

⚫ 「安心な医療・介護・福祉環境の構築」では、「医療提供体制の強化」として、ＩＣＴを用いた

施設画像情報システムの導入と広域医療ネットワークの構築により、連携体制の強化が図られ

た。 
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■コラム（取組例） 

９．すべての⼈が輝く「ひとづくり」プロジェクト 

９①【地域に愛着を持ち定着する人材の育成確保】 

取組事例 愛知の住みやすさ発信事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県への移住・定住を促進するため、就職活動を控えた学生など、これから居

住地の選択を伴う転機を迎える若年層を中心に、他の大都市圏に比べた本県の強

みである「住みやすさ」について、PR 事業を実施。 

 

●地域の特長等を踏まえた移住プロモーション活動の実施 

東京都内で開催され、移住に関心のある約 2 万 9 千人が来場した移住イベント

「ふるさと回帰フェア 2024」に、県内５地域（尾張・海部・知多・西三河・東

三河）のブースを出展し、愛知の住みやすさや各地域の魅力を市町村職員と一緒

にＰＲ（R6.9.22）。 

 

●若年層に向けた広告配信 

 SNS で宣伝効果の高い広告動画を配信することにより、住みやすさ発信サイト

への誘導率の向上を図る。配信対象者を属性（エリア・性別・年代等）により絞

ることで効果的に実施（R7.1.15～2.11）。 

 

●東京圏での魅力発信 

 東京圏の屋外サイネージを活用して、愛知の住みやすさを PR する広告動画を配

信し、確実な認知を図る（R7.1.15～2.11）。 

 

●若年層向け民間情報サイトへの広告記事掲載 

 「マイナビ学生の窓口」へ愛知の住みやすさを PR する広告記事を掲載（R7.1.15

～2.11）。 
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イメージ図 〇愛知に住みたくなる BOOK2025 年版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇ふるさと回帰フェアの出展状況 
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９①【地域の魅力を体感できる実践的教育】 

取組事例 「高校生学びのフォーラム長野＆信州学」の推進 

機関名 長野県 

取組内容 ●全ての県立高校で、地域の特色を生かし、地域に根差した独自の探究的な学びに

取り組んでいる。 

●学習成果の発表の場として、「高校生学びのフォーラム長野（マイプロ長野県

Summit）」を開催することで、「探究的な学び」を通して地域課題に向き合う高

校生を支援している。 

 

●県立長野図書館が運営する地域情報資源のポータルサイト「信州ナレッジスクエ

ア」において、冊子「わたしたちの信州学」のデジタルブックを公開しており、活

用の幅が広がっている。 

 

●今後の予定・方向性 

今後も「高校生学びのフォーラム長野（マイプロ長野県 Summit）」の取組等を通

して、「信州学」をはじめとした探究的な学びの推進を図る。 

イメージ図 ・「わたしたちの信州学」（信州ナレッジスクエア） 

 （https://ereading.cs.nii.ac.jp/nagano/book/index.html） 
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９②【多様なワークスタイルの実現に向けた環境整備】【テレワークの誘致】 

取組事例 ワーケーション推進事業 

機関名 静岡県 

取組内容 ●テレワークの１つの形態であるワーケーションは、ポストコロナにおける多様な

働き方を推進する上で重要な要素として位置付けられる。ワーケーションは、地域

との交流による関係人口の創出やビジネス発展、さらには地域課題解決など地方

創生に資する取組として期待されているが、企業のワーケーション制度導入率は、

５％程度と普及が進んでいない状況である。 

ワーケーション等のワンストップ相談窓口である当局の「静岡県中部テレワーク

コンシェルジュ」（令和３年 12 月設置）では、当該地域での企業にとって高付加

価値のあるワーケーションの普及に向けて、地域の受皿の掘り起こし及び連携強

化と受入れ体制の構築を図り、当該地域でのワーケーションの誘致を推進する。 

 

●静岡県中部テレワークコンシェルジュの具体的な取組 

○企業からの相談窓口設置及び相談の実施 

○セミナー等開催による受入体制の強化 

○情報発信（県ホームページや SNS への掲載） 

イメージ図 
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９②【ワーク・ライフ・バランス推進】 

取組事例 愛知県「休み方改革」プロジェクト  

機関名 愛知県 

取組内容 ●「休み方改革」（休暇取得のあり方の見直し）を通じたワーク・ライフ・バランス

の充実と生産性向上による日本経済の活性化を目指し、2023 年度から以下の取組

を実施。 

 ①あいち県民の日（11/27）・あいちウィークを契機とした「休み方改革」の推進 

 ②休暇を取得しやすい職場環境づくり 

 ③家族と子どもが一緒に過ごせる仕組みづくり 

 ④平日や閑散期への観光需要のシフト 

 ⑤地域が一体となった「休み方改革」の推進 

 

●今後の予定・方向性 

５つの取組を継続しつつ、国民運動として展開していけるよう全国知事会「休み

方改革プロジェクトチーム」においても活動していく。 

イメージ図 

 

 

2024年度 愛知県「休み方改革」プロジェクトの概要

【県民文化局】

①あいち県民の日（11/27）・あいちウィークを契機とした「休み方改革」の推進

⚫ 市町村･民間事業者への働きかけ
・ あいちウィーク期間中に、県民の日にふさわしい事業（施設の
減免等サービス、イベント等）の実施を働きかけ

【教育委員会】

⚫ 「県民の日学校ホリデー」の実施
・ 「あいちウィーク」期間中の平日１日を学校休業日に指定

11/21(木) 22(金) 23(⼟・祝) 24(日) 25(月) 26(火) 27(水)

勤労感謝の日 県民の日

②家族と子どもが一緒に過ごせる仕組みづくり

【政策企画局・観光コンベンション局】

あいちウィーク（2024年）

⚫ 「ラーケーションの日」の推進に向けた環境整備
・ 家族の休みにあわせ、子どもが校外での体験・探究の学びを実践

【労働局】

③休暇を取得しやすい職場環境づくり

⚫ 休み方改革マイスター企業認定制度の推進
・ 年次有給休暇の取得及び多様な特別休暇の導入を積極的に推進している中小企業等を認定し、優遇措置などにより後押し

⑤地域が一体となった「休み方改革」の推進

⚫ 愛知県「休み方改革」イニシアチブ
・ 経済界・労働界・教育界と一体となって「休み方改革」を推進

【観光コンベンション局】

④平日や閑散期への観光需要のシフト

⚫ ワーケーション促進事業の実施
・ 県のワーケーション促進に係る取組を紹介する特設サイトの開設、
企業と連携し、県内宿泊施設におけるモデル事業を実施

⚫ 「あいちスキ旅キャンペーン」の実施
・ SNS広告の拡充、宿泊予約サイトにおけるキャンペーン特設サイトの運営

⚫ あいちウィーク（毎年11/21～27）におけるイベント等の開催等
・ あいちウィーク啓発イベント(11/23･24)、県民の日を記念する催し (11/27)の開催

・ 公の施設の使用料等の減免

⚫ 全国知事会「休み方改革プロジェクトチーム」
・ 愛知発の「休み方改革」を国民運動として展開すべく活動

⚫ あいち・なごや周遊観光パスポート
・ 平日限定で、県内26の美術館・博物館等に各施設1回ずつ
入場できるチケットを発売（販売期間2024年7月22日～
2025年1月31日）
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９⑤【生活に必要な日本語学習にかかる支援】 

取組事例 岐阜県日本語学習支援センターの運営（新） 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●外国人県民の日本語学習に関する各種支援機能を担う拠点として、「岐阜県日本語

学習支援センター」を運営し、日本語教育人材の育成や地域日本語教室の支援等を

行う。 

  

●今後の予定・方向性 

「岐阜県日本語学習支援センター」の運営を継続し、日本語学習支援に取り組む。 

イメージ図  
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１０．新たな「つながり」社会構築プロジェクト 

１０（１）【中間支援組織の取組】 

取組事例 長野県みらいベースの運用 

機関名 長野県 

取組内容 ●県が構築した公共的活動を応援する寄附募集のウェブサイト「長野県みらいベー

ス」を（公財）長野県みらい基金が運用し、公共的活動を行っている団体（ＮＰ

Ｏ等）の資金調達を行っている。（令和６年 11 月６日時点の寄附受領額累計：

約 2 億 5,192 万円） 

 特に令和４年度からは、信州の特色ある学び（やまほいく、山村留学、フルース

クール等）を実践する団体を応援する寄附募集を開始し、県は寄附の際に発生す

る事務手数料等を支援（補助）するなど、官民協働で寄附募集に取り組んでいる。 

（令和４年度の寄附実績：約 1,500 万余円、令和５年度の寄附実績：約 2,500 万余

円） 

イメージ図 

 

【付属資料】

　登  録

 助成申請

寄　附 　助  成

公共的活動応援サイト「長野県みらいベース」の概要

公益法人として認
定

（H30.11)

◇ インターネット上で公共的活動応援サイト

「長野県みらいベース」を運用

◇ ネット以外でも寄附呼びかけ

≪４つの寄附プログラム≫

寄附募集の仕組み

「長野県みらいベース」

平成25年４月22日

運 用 開 始

① 事業指定プログラム（10%）

応援したい事業を指定して寄附

② 団体指定プログラム(10%)

団体を指定して寄附

（代表的な公共的活動団体を登録）

③ 冠寄附・助成プログラム(20%)

寄附者（企業、個人）の名前等を冠

した助成プログラム

④ 地域・分野指定プログラム(20%)

特定の事業や団体ではなく、地域や

分野を指定して寄附

公益財団法人長野県みらい基金が運用

県

民

・

企

業

等

公共的活動

を行う団体

・広義のＮＰＯ

・ＮＰＯ、企業、

行政等の連合体

寄附金控除

等が適用

県

【寄附の方法】

○ 銀行振込

○ 郵便振替

○ 現 金

○ クレジットカード

（H25.6.17導入）

□ 寄附がどう役立つかよく分かる

・事業内容の分かりやすい記載

こんな事業です／これを実現します／団体からのメッセージ／

あなたの寄附でできること ・・・

・団体情報の分かりやすい発信

□ 寄附者の思いを反映できる多様な寄附先

・事業、団体、地域（東信、南信、中信、北信等）、分野（福祉、環

境、まちづくり等）のいずれかを指定し、思いが最も反映されるプロ

グラムに寄附

・冠寄附により寄附者の希望に沿った助成プログラムも可能

□ 探しやすい検索機能 （インターネットサイト）

事業分野、地域、団体名

□ 事業の進捗状況が確認できる

・寄附を受けた事業の進捗状況と実施結果を逐次発信

・寄附者はインターネットのマイページでもほしい情報を確認

寄附募集の仕組みの特徴

寄附募集活動

寄附の一定割合（括弧内の

数値）を運営経費に充てる
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１０（１）【地域づくりの担い手やリーダーとなる人材の育成・確保】 

取組事例 あいちＳＴＥＡＭ教育推進事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県の「ものづくり産業」を維持・発展させていくため、県立高校において、

Science（科学）､Technology（技術）､Engineering（工学）､Liberal art（教養）､

Mathematics（数学）の５つの分野（STEAM）に重点を置いた教育を推進。 

●知の探究講座の内容 

 愛知の未来を担う人材を育成するため、言語学や教養分野、自然科学や情報技術等 

の特定分野に関心が高く、よく深く学ぼうとする意欲のある生徒に対し、連携大学

による先進的な STEAM 教養を実施する。 

・実施講座 

 愛知教育大学「生物多様性と環境の探究」 

 名古屋工業大学「未来を創るマテリアル科学と東学技術」 

 豊橋技術科学大学「ロボットの動作原理を学ぶ」 

 豊田工業大学「自動車を支える科学技術の現在・未来～自動運転と省エネ技術～」 

 愛知県立大学「人のこころを知る」 

 名古屋外国語大学「リベラルアーツと世界～現代を生き抜くための共感力、想像力、

表現力～」  

 

●今後の予定 

 大学との連携を継続しつつ、STEAM 教育の推進に取り組む 

イメージ図 知の探究講座 
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１０（２）③【医療提供体制の強化】 

取組事例 循環器医療ネットワーク構築事業（新） 

機関名 岐阜県 

取組内容 ●急性期脳卒中・循環器疾患を扱う県内全域の医療機関において、ＩＣＴを用いた

施設間画像情報システムの導入と広域医療ネットワークの構築により、連携体制

の強化を図る。 

＜連携体制の構築＞ 

・患者の画像データ等を共有できるコミュニケーションアプリを導入するた

めの初期費用に対する補助 

・循環器病（脳卒中及び心疾患）の救急医療に係る圏域内ネットワークの構築 

・大学病院との連携による循環器病医療体制の堅持 

 

●今後の予定・方向性 

 令和 10 年度までに全圏域への導入を図る。 

イメージ図 

 

 

  

○循環器病は緊急性の高い疾患であり、治療開始の遅れが、患者の生命予後に大きな影響を与える。
○県土が広くかつ専門医の偏在がある。
○急性期脳卒中・循環器疾患を県全域でカバーするためには、二次医療圏を跨いだICT連携体制の構築が必要。

岐阜県循環器医療ネットワーク構築事業の概要

１．事業の必要性

【目 的】
急性期脳卒中・循環器疾患を扱う県内全域の医療機関において、ICTを用いた施設間画像情報連携システムの導入と

広域ネットワークの構築により、連携体制の強化を図る。
※脳梗塞は、発症後4.5時間以内に治療開始が必要であり、治療開始が早いほど良好な転帰が期待できる

【内 容】
①関係医療機関に、遠隔にて患者の画像データ等をリアルタイムで

共有できるコミュニケーションアプリの導入
②循環器病（脳卒中及び心疾患）の救急医療に係る
圏域内ネットワークの構築

③岐阜⼤学との連携による循環器病医療体制の堅持

【導入スケジュール】
○5年間で1６医療機関への導入予定

【導入による効果】
・早期の患者トリアージ
・適切な急性期医療機関への迅速な搬送
・急性期病院からの転院相談や退院時経過報告
・岐阜⼤学との輪番制による救急搬送の受入の実施
・連携実績の集約

２．事業の概要

1
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３ 参考資料＜中部圏を取り巻く情勢＞ 
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【1人当たり県民所得】
全ての県において、令和3年の1人当たり県民所得は、令和

2年と比較すると増加している。

資料：内閣府「県民経済計算」

1人当たり県民所得の推移

基本方針３ 地域の個性と対流による地域創生
４．中部圏創生暮らしやすさ実感
５．快適・安全安心な生活環境実現

【県内総生産】
県内総生産の中部圏合計は、令和３年で83兆円である。

資料：内閣府「県民経済計算」

県内総生産の推移

【小さな拠点形成数】
小さな拠点は、中部圏において198箇所形成されている。

資料：内閣府「小さな拠点の形成に関する実態調査」

現在形成されている小さな拠点数

【中部圏の乗合バス⾛⾏キロ】
中部圏の乗合バス⾛行キロは、中部圏全体として減少傾向

にある。

資料：国⼟交通省「数字で⾒る⾃動⾞2023」
「数字でみる中部の運輸2024」
「北陸信越交通・運輸統計年鑑」

中部圏の乗合バス⾛⾏キロ
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【防災拠点となる公共施設等の耐震率】
中部圏の防災拠点となる公共施設の耐震率は上昇してい

る。

資料：消防庁「地方防災⾏政の現況」

防災拠点となる公共施設等の耐震率

基本方針４ 安全・安心で環境と共生した中部圏形成
６．中部・北陸圏強靱化
７．環境共生・国⼟保全
８．インフラ戦略的維持管理

【低公害燃料⾞保有⾞両数】
低公害燃料車保有車両数は、中部圏全体では増加しており、

令和6年は平成27年の約2.6倍となっている。

資料：（財）⾃動⾞検査登録情報協会「⾃検協統計 ⾃動⾞保有⾞
両数」 より作成 ※低公害燃料⾞：ハイブリッド、プラグインハ

イブリッド、電気、燃料電池、CNG、メタノール

低公害燃料⾞保有⾞両数

【⾃主防災組織活動カバー率】
自主防災組織活動カバー率は、いずれの県も全国平均を上

回る。

資料：消防庁「消防白書」附属資料より作成

⾃主防災組織活動カバー率

【⽔質測定結果（環境基準達成率（COD）】
伊勢湾⽔質測定結果の環境基準達成率は、平成29年以降は

改善傾向にあったが、令和元年以降低下している。

資料：環境省「公共用⽔域⽔質測定結果」より作成

⽔質測定結果（環境基準単成⽴（COD）
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